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１．計画の基本的事項
 

(1) 計画の基本的な考え方 

 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

 

 

 

 

 本県では、県全体の総人口は昭和 35 年（1960 年）を境にして減少傾向にあるものの、

高齢者については年々増加しており、本県の高齢化率は、令和２年１０月１日現在で 
３５．６％と、全国平均の２８．８％よりも非常に高い割合となっている。 
今後も、団塊の世代が特に医療・介護需要の高い後期高齢者となる 2025 年を見据えた際

に、医療・介護サービスの需要がますます増大することが見込まれる中で、患者の状態に

ふさわしい良質かつ適切な医療・介護を、限られた資源で効果的かつ効率的に提供する体

制の構築が課題となっている。 
また、こうした医療提供体制を構築するためには、医療機能の分化・連携を進め、各医

療機能に応じて必要な医療資源を適切に投入し、入院医療全体の強化を図るとともに、退

院患者の生活を支える在宅医療及び介護サービス提供体制を充実させていくことが必要と

なっている。 
特に、今後、認知症高齢者や単身・夫婦のみの高齢者世帯が増加していく中で、可能な

限り住み慣れた地域で安心して暮らしていくために、地域包括ケアシステムの構築が求め

られており、医療と介護の連携を一層推進する必要がある。 
こうしたことから、本計画は、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関す

る法律（平成元年法律第 64 号）第４条第１項に基づき、本県において、効率的かつ質の高

い医療提供体制や地域包括ケアシステムの構築を通じ、医療・介護の総合的な確保のため

に取り組む必要がある事業の目標及び計画を策定するものである。 

 高知県における医療介護総合確保区域を以下のとおり設定する。 
●安芸（室戸市、安芸市、東洋町、奈半利町、田野町、安田町、北川村、馬路村、芸西村）

●中央（高知市、南国市、土佐市、香南市、香美市、本山町、大豊町、土佐町、大川村、 
　いの町、仁淀川町、佐川町、越知町、日高村） 

●高幡（須崎市、中土佐町、檮原町、津野町、四万十町） 
●幡多（宿毛市、土佐清水市、四万十市、大月町、三原村、黒潮町） 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 
□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 
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(3) 計画の目標の設定等 

  
■高知県全体 
１．目標 
高知県においては、医師や看護師などの医療従事者及び介護人材の確保、また、地域包

括ケアシステムの構築や在宅医療の推進に向けた多職種間の連携強化、介護施設等の整

備・充実などの医療介護総合確保区域の課題を解決し、県民がそれぞれの地域において 
安心して生活できるよう、下記のとおり目標を設定する。 
 
　①　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

本県においては、地域医療構想上、必要としている回復期病床数に比べ 1,275 床不

足していることから、急性期病床又は慢性期病床から回復期病床への転換を促進する

とともに、医療機関間の連携の促進、入退院支援体制の構築及び入退院調整を行う人

材の育成などを実施する。 

 

・地域医療構想で記載する令和７年度の医療機能ごとの病床の必要量 

高度急性期　840 床 

急性期　  2,860 床 

回復期  　3,286 床 

慢性期  　4,266 床 

合　計　 11,252 床 

 
②　居宅等における医療の提供に関する目標 

本県においては、住み慣れた地域において療養しながら生活を送ることに高いニー

ズがあり、患者が希望すれば在宅医療が選択できる環境を整備する必要があるため、

訪問看護サービス、在宅歯科医療に係る提供体制の確保等、在宅医療の提供体制を強

化・充実させていく。 
 

　　　・実働訪問看護ステーション数の一定数維持　104 か所（R5）→109 か所（R７目標) 

　　　・訪問歯科診療を実施している歯科診療所割合 31.7％（H30） 

→40％以上（R７目標） 

　　　・心不全年齢調整死亡率の減少　男性：92.42　女性：59.47（R４年） 

→現状値以下（R７目標） 

　　　 
③　介護施設等の整備に関する目標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第９期介護保険事業支援計画（令和６年度

～令和８年度）等において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
・特別養護老人ホーム　　　　　　　　　　　（1か所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所　　　　　　（3か所） 

・認知症対応型共同生活介護事業所　　　　　（1か所） 

・認知症対応型通所介護事業所　　　　　　　（1か所） 
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   ④　医療従事者の確保に関する目標 
高知県における人口 10 万人当たりの医師数は全国平均を上回っているものの年　

齢、地域及び診療科目ごとの医師数に着目すると、それぞれ大きな偏在があるために、

これらの解消に向けて、安定的に医師が確保できる仕組みづくりと、現在不足してい

る医師を確保するための対策を進めていく。 
また、確保が難しい看護師の人材確保及び離職防止などの確保対策や、様々な分野

における資質等の向上が図れるように、研修事業の充実等の対策も進めていく。 
そして、産科・産婦人科等の医師が減少する現状を鑑み、処遇改善を通じて、産科

医等の確保を図る。さらに、不足する救急医や精神科医療に従事する意欲を持った医

師を養成し、継続した医師の確保を図る。 
さらに、在宅医療に関わる多職種の業務の効率化を図るため、モデル地域を定めて

システムの活用を行い、併せてシステム利用に必要な情報端末の導入費用について支

援を行うことで、医療介護連携情報システムへの加入を促進する。 
 

・県内初期臨床研修医採用数　　　　　　　　　　68 名（R５）→70 名（R７目標） 
・県内医師数（中央保健医療圏を除く）　　　359 名（R４）→359 名以上（R７目標） 
・医師不足地域における診療従事者医師数の維持 573 名（R４）→573 名（R７目標） 
・若手（40 歳未満）医師数　　　　　　　　　　619 名（R４）→670 名（R７目標） 

      ・産科・産婦人科医師数の維持               　60 名（R４）→62 名（R７目標） 

　　  ・常勤看護職員の離職率の維持　　　　　9.7%（R４）→10.0%以下維持（R７目標） 

・看護師・准看護師数（人口 10 万人対）の増加　 

2,093.2 人（R４）→2,093.2 人以上維持（R７目標） 

　　　 
　⑤　介護従事者の確保に関する目標 

高知県においては、令和８年に 411 人の介護人材が不足すると推計されているた

め、中長期にわたって安定した介護人材を確保していくことが必要である。そのため、

人材の定着促進・離職防止対策や新たな人材の参入促進策の充実、人材確保の好循環

に向けた検討を行っていく。 

◆令和８年に見込まれる介護人材の需給ギャップ（不足者数）411 人の解消にむけた

取組みの実施 

 

・介護分野就職支援金の貸付人数　65 人 

・介護福祉士養成施設の学生への学費等の貸付人数　46 人 

・高知県福祉人材センターによるマッチング数　265 人 

・生徒、保護者、進路指導担当者への理解促進のための学校訪問数　46 校 

 

　⑥　勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

　　令和６年４月から開始された医師に対する時間外労働の上限規制に対応し、更なる 

労働時間の短縮を推進するため、チーム医療の推進やＩＣＴ等による業務改革等の医

療機関が実施する自主的な取組を支援する。 

また、長時間労働医師が所属し、地域において重要な役割を担う医療機関における

医師の労働時間短縮と地域医療提供体制確保とを両立させるため、医師派遣を行う医

療機関等の運営費に対する支援を行う 
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 ・地域医療勤務環境改善体制整備事業、地域医療勤務環境改善体制整備特別事業：

を活用する施設数：６施設（R７目標） 

・勤務環境改善医師派遣等推進事業を活用する施設数：６施設（R７目標） 

 

２．計画期間 
　　令和７年４月１日～令和８年３月 31 日 

  

※高知県においては、医療事業、介護事業ともに全県的な課題として取り組んでいること

から、目標は県全体に準ずることとし、圏域ごとの数値目標の明示は行わないこととする

が、特記すべき事項について次に記載する。 

 

■安芸保健医療圏 
１．目標 
　安芸保健医療圏においては、回復期病床が 37 床不足していることから、地域における

医療機関間の連携や医療介護連携をコーディネートできるコーディネーターを確保し、回

復期病床への転換を促進し、回復期機能の病床を増加させる。 
　　  
２．計画期間 
　　令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 ■中央保健医療圏 

１．目標 
　　中央保健医療圏においては、回復期病床が 822 床不足していることから、病院入退 

院支援体制構築にかかる支援を行うことで、回復期病床への転換を促進し、回復期機能 

の病床を増加させる。 

また、小児科を有する公的５病院に対し、二次輪番体制で小児の重症救急患者に対応

するために必要な経費の支援を行い、小児救急医療提供体制の維持を図る。 
 
２．計画期間 

令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 ■高幡保健医療圏 

１．目標 
高幡保健医療圏においては、回復期病床が 18 床不足していることから、地域における

医療機関間の連携や医療介護連携をコーディネートできるコーディネーターを確保し、

回復期病床への転換を促進し、回復期機能の病床を増加させる。 
 

２．計画期間 
　　令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 ■幡多保健医療圏 

１．目標 
幡多保健医療圏においては、回復期病床が 122 床不足していることから、病院の退院

支援体制構築にかかる支援を行うことで、回復期病床への転換を促進し、回復期機能の

病床を増加させる。 
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（注）目標の設定に当たっては、医療計画、介護保険事業支援計画等を踏まえ、アウトプ 

　　　ット・アウトカムに着目したできる限り定量的な視点による目標設定を行うこと。 

(4) 目標の達成状況 

 

２．事業の評価方法
 

(1) 関係者からの意見聴取の方法 

 
 

  
２．計画期間 

令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 別紙 1「事後評価」のとおり。

 ＜医療分＞ 
・令和２年７月 13 日　  関係団体（42 団体）及び全市町村（34 市町村）へ事業提案の 

募集文書を発出 

・令和２年７月 1４日　　提案事業について、県医師会基金担当理事と協議 

・令和２年９月～　 　  提案のあった４事業について関係機関、庁内担当課と調整 

・令和３年３月 18 日　  令和２年度高知県医療審議会（書面開催）において、基金要望 
事業について報告 

・令和５年３月 30 日　  令和４年度高知県医療審議会（集合＋web 開催）において、基

金要望事業について報告  

・令和６年３月 18 日　　令和５年度高知県医療審議会（集合＋WEB 開催）において、基

金要望事業について報告  

・令和７年３月 25 日　　令和６年度高知県医療審議会（集合＋WEB 開催）において、基

金要望事業について報告 

 

※上記以外にも、関係団体等からの意見聴取・照会等を随時実施。 

 

 

＜介護従事者分＞ 
・令和６年８月１日　関係団体及び各市町村に対して、事業提案募集文書を発出団体から 

の事業提案について検討 

・令和７年７月２日　高知県福祉・介護人材確保推進協議会において、地域医療介護総合

確保基金を活用した令和７年度県当初予算事業について報告 
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(2) 事後評価の方法 

 計画の事後評価にあたっては、医療分については、高知県医療審議会や保健医療計画評 
価推進部会等、また介護分については、高知県福祉・介護人材確保推進協議会等の意見を

聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しなどを行うなど PDCA サイクルにより、計

画を推進する。
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３．計画に基づき実施する事業 

  
 事業区分１－１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

　　　　　　 　　設備の整備に関する事業 

事業区分１－２：地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は 

病床数の変更に関する事業 

 事業区分２　　：居宅等における医療の提供に関する事業 

事業区分３　　：介護施設等の整備に関する事業 

 事業区分４　　：医療従事者の確保に関する事業 

 事業区分 5　　：介護従事者の確保に関する事業 

事業区分６　　：勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

 

(1) 事業の内容等 

 事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関

の施設又は設備の整備に関する事業

標 準 事 業

例
５

 事業名 No １ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

86,240 千円

 
病床機能分化促進事業（回復期転換支援事業）

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 県内医療機関

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

現在の本県の医療体制は、高度急性期、急性期機能及び慢性期機能

の病床が過剰かつ回復期機能の病床は不足している状況であり、病床

数に偏在が生じている。 

 アウトカム指

標

地域医療構想に定める令和７年度の医療機能ごとの病床の必要量の

達成  

【現状値】　　　　 【目標値】 

・高度急性期　  994 床(※)　→　 　840 床(R7) 

・急性期　　　4,361 床(※)　→ 　2,860 床(R7) 

・回復期　　　2,254 床(※)　→　 3,286 床(R7) 

・慢性期　　　4,933 床(※)　→ 　4,266 床(R7) 

・休床等        316 床(※) 

・合計　 　　12,858 床(※)　→　11,252 床以上(R7) 

(※)R5 病床機能報告の数値を令和 7年 2月時点で更新 

 事業の内容 地域における機能分化を促進するため「回復期リハビリテーション

病棟入院料の施設基準等」「地域包括ケア病棟入院料の施設基準等」

を満たす施設を開設する医療機関の施設及び設備整備に対して、補助

による支援を実施する。 
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（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。  
（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 アウトプット指標 本事業を活用する医療機関等：１施設

 アウトカムとアウトプット

の関連

地域医療構想に定める必要病床数の達成のためには、病床機能の分

化・連携の促進により高度急性期、急性期及び慢性期から回復期への

転換を促進していく必要がある。 

 地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１）

 
 

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

86,240

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

28,746

うち過年度残額 

(千円) 

28,746

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

14,374

うち過年度残額 

(千円) 

14,374

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

43,120

うち過年度残額 

(千円) 

43,120

 その他（Ｃ） (千円) 

43,120

 基金充当額（国

費）における公

民の別（注２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

28,746

うち過年度残額 

(千円) 

28,746

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関

の施設又は設備の整備に関する事業

標 準 事 業

例
５

 事業名 No ２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

80,362 千円

 
病床機能分化促進事業（機能転換促進事業）

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域（安芸保健医療圏を除く）

 事業の実施主体 県内医療機関

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

地域医療構想の実現に向け、患者の医療需要に応じた医療提供体制

を構築するためには、一定の病床のダウンサイジングが必要である。 

 アウトカム指

標

地域医療構想に定める令和７年度の医療機能ごとの病床の必要量の

達成  

【現状値】　　　　 【目標値】 

・高度急性期　  994 床(※)　→　 　840 床(R7) 

・急性期　　　4,361 床(※)　→ 　2,860 床(R7) 

・回復期　　　2,254 床(※)　→　 3,286 床(R7) 

・慢性期　　　4,933 床(※)　→ 　4,266 床(R7) 

・休床等        316 床(※) 

・合計　 　　12,858 床(※)　→　11,252 床以上(R7) 

(※)R5 病床機能報告の数値を令和 7年 2月時点で更新 

 事業の内容 医療機関が病床の削減又は転換をする場合の費用に対しての支援を

実施し、病床のダウンサイジングや転換を進めることで、患者の医療

需要に沿った地域医療提供体制を構築する。 

 アウトプット指標 本事業を活用する医療機関等：２施設

 アウトカムとアウトプット

の関連

病床のダウンサイジングや転換を進めることにより、地域医療構想

に定める必要病床数の達成につなげる。 

 地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１）
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（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。  
（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

80,362

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

26,787

うち過年度残額 

(千円) 

26,787

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

13,394

うち過年度残額 

(千円) 

13,394

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

40,181

うち過年度残額 

(千円) 

40,181

 その他（Ｃ） (千円) 

40,181

 基金充当額（国

費）における公

民の別（注２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

26,787

うち過年度残額 

(千円) 

26,787

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考



（様式３：高知県）
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 事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関

の施設又は設備の整備に関する事業

標 準 事 業

例
５

 事業名 No ３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

801 千円

 
病床転換促進セミナー事業

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

現在の本県の医療体制は、高度急性期、急性期機能及び慢性期機能

の病床が過剰かつ回復期機能の病床は不足している状況であり、地域

医療構想の達成に向けての適正な病床転換の促進を行う必要がある。 

 アウトカム指

標

地域医療構想に定める令和７年度の医療機能ごとの病床の必要量の

達成  

【現状値】　　　　 【目標値】 

・高度急性期　  994 床(※)　→　 　840 床(R7) 

・急性期　　　4,361 床(※)　→ 　2,860 床(R7) 

・回復期　　　2,254 床(※)　→　 3,286 床(R7) 

・慢性期　　　4,933 床(※)　→ 　4,266 床(R7) 

・休床等        316 床(※) 

・合計　 　　12,858 床(※)　→　11,252 床以上(R7) 

(※)R5 病床機能報告の数値を令和 7年 2月時点で更新 

 事業の内容 県内の医療機関及び市町村等を対象として、地域医療構想の達成に

向けた病床転換の促進を図るため、県の現状や病床転換の事例等を紹

介するセミナーを開催する。 

 アウトプット指標 ・セミナー開催回数：１回 

・参加人数：100 人 

 アウトカムとアウトプット

の関連

本事業の実施により、県内医療機関における高度急性期、急性期及

び慢性期機能の病床から回復期機能の病床への転換を促進すること

で、地域医療構想に定める必要病床数の達成につなげる。 

 地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１）
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（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。  
（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

801

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

534

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

267

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

801

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

0

 基金充当額（国

費）における公

民の別（注２）

公  

 (千円) 

534

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関

の施設又は設備の整備に関する事業

標 準 事 業

例
５

 事業名 No ４ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

310 千円

 
地域医療構想アドバイザー活動等事業

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

地域医療構想の実現に向け、病床の転換及びダウンサイジングを促

進するため、地域医療構想調整会議等での協議をより活性化する必要

がある。 

 アウトカム指

標

地域医療構想に定める令和７年度の医療機能ごとの病床の必要量の

達成  

【現状値】　　　　 【目標値】 

・高度急性期　  994 床(※)　→　 　840 床(R7) 

・急性期　　　4,361 床(※)　→ 　2,860 床(R7) 

・回復期　　　2,254 床(※)　→　 3,286 床(R7) 

・慢性期　　　4,933 床(※)　→ 　4,266 床(R7) 

・休床等        316 床(※) 

・合計　 　　12,858 床(※)　→　11,252 床以上(R7) 

(※)R5 病床機能報告の数値を令和 7年 2月時点で更新 

 事業の内容 地域医療構想アドバイザーが、地域医療構想アドバイザー会議や地

域医療構想調整会議等へ参加する場合の費用を補助する。 
（H30.6.22 厚生労働省通知により、基金事業の対象となったもの） 

 アウトプット指標 地域医療構想アドバイザーの地域医療構想アドバイザー会議や地域医

療構想調整会議等への参加  年間：６回

 アウトカムとアウトプット

の関連

厚生労働省が開催する地域医療構想アドバイザー会議等での研修内

容を基に、地域医療構想アドバイザーの調整会議への参加を通し、地

域医療構想の達成に向けた協議を活性化することにより、病床の転換

やダウンサイジングを推進する。 

 地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１）



（様式３：高知県）

15 

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。  
（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

310

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

206

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

104

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

310

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

0

 基金充当額（国

費）における公

民の別（注２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

206

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関

の施設又は設備の整備に関する事業

標 準 事 業

例
５

 事業名 No ５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,000 千円

 
病床転換支援事業

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 県内医療機関

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

令和７年の地域医療構想の達成に向け、本県においては回復期機能

及び介護医療院等への円滑な転換が求められている。 

また、郡部においては、医療提供体制の維持のため、地域での機能

分化・連携強化が求められている。 

転換・連携強化等に向けては、経営判断のため事前にシミュレーシ

ョン等の分析が必要だが、小規模な医療機関は院内での分析が難しく、

また、外部へ委託する場合には費用の負担が大きい。 

 アウトカム指

標

・回復期への転換数：３施設 

・病床削減数：２施設 

・地域医療連携推進法人設立：１法人

 事業の内容 医療機関の病床転換・連携強化等に向けた、経営、収支シミュレー

ション、公立病院経営強化プラン策定等を外部に委託し実施する際の

費用を補助する。 
また、地域での機能分化・連携強化のための、地域医療連携推進法

人設立にかかる費用を補助する。 

 アウトプット指標 シミュレーション等実施医療機関：６施設

 アウトカムとアウトプット

の関連

令和７年の地域医療構想の達成に向け、本県においては回復期機能

及び介護医療院等への円滑な転換が求められている。 

また、郡部においては、医療提供体制の維持のため、地域での機能

分化・連携強化が求められている。 

転換・連携強化等に向けては、経営判断のため事前にシミュレーシ

ョン等の分析が必要だが、小規模な医療機関は院内での分析が難しく、

また、外部へ委託する場合には費用の負担が大きい。 

 地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１）
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（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。  
（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

14,000

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

4,222

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

2,111

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

6,333

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

7,667

 基金充当額（国

費）における公

民の別（注２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

4,222

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関

の施設又は設備の整備に関する事業

標 準 事 業

例
５

 事業名 No ６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

33,550 千円

 
地域医療提供体制検討事業

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

令和７年の地域医療構想の達成に向け、本県においては病床のダウ

ンサイジング及び回復期機能等への円滑な転換が求められている。 

一方で、郡部においては、医療提供体制の維持が必要となっており、

地域での機能分化・連携強化が求められている。 

これらの取り組みについて、地域医療構想調整会議で協議を進める

にあたり、参考となるデータの分析が必要である。 

 アウトカム指

標

地域医療構想に定める令和７年度の医療機能ごとの病床の必要量の

達成  

【現状値】　　　　 【目標値】 

・高度急性期　  994 床(※)　→　 　840 床(R7) 

・急性期　　　4,361 床(※)　→ 　2,860 床(R7) 

・回復期　　　2,254 床(※)　→　 3,286 床(R7) 

・慢性期　　　4,933 床(※)　→ 　4,266 床(R7) 

・休床等        316 床(※) 

・合計　 　　12,858 床(※)　→　11,252 床以上(R7) 

(※)R5 病床機能報告の数値を令和 7年 2月時点で更新 

 事業の内容 　DPC データの分析や地域の協議の中で出てきた課題に対して必要

なデータ分析、機能分化のシュミレーション等を外部に委託し実施し

た上で、分析結果について、地域医療構想調整会議等において医療機

関、市町村等に共有する。 

 アウトプット指標 分析及び結果の共有を実施する区域：７区域

 アウトカムとアウトプット

の関連

　地域の医療提供体制に確保に向けた課題に対する分析を実施し、分

析結果を関係者に共有することで、地域医療構想調整会議での協議を

活性化し、地域医療構想に定める必要病床数の達成につなげる。 

 地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１）
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（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。  
（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

33,550

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

22,366

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

11,184

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

33,550

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国

費）における公

民の別（注２）

公  

 (千円) 

22,366

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関

の施設又は設備の整備に関する事業

標 準 事 業

例
-

 事業名 No ７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,149 千円

 
病床機能分化・連携推進等体制整備事業

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県立大学

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

地域医療構想において不足が見込まれる回復期病床を整備していく

ために、地域の人材及び資源を把握・活用し、入院から退院まで、患者

が円滑に移行できる体制を整える必要がある。 

 アウトカム指

標

地域医療構想上不足が見込まれる、回復期機能の病床の増加  

・現状値【2,254 床】（R7.2） 

・目標値【3,286 床】（R7 年度末）

 事業の内容 本事業では、病床の転換を促進するため、急性期病院において、急

性期・回復期・在宅へと継続した入退院支援体制を構築するためのフ

ローシートの作成及びそれに基づき退院支援を展開する人材の育成を

実施する。 
また、県内の回復期病院における入退院支援体制構築のための指針

を用いた病院への支援事業を実施するとともに、県下全域を対象に退

院支援に関わる人材の育成や多職種協働のための研修を実施し、地

域・病院連携型の入退院支援体制の構築を進める。 

 アウトプット指標 ・多職種協働研修への参加者数：延べ 300 名 

・コーディネート能力習得研修への参加者数：延べ 90 名

 アウトカムとアウトプット

の関連

本事業の実施により、急性期・回復期・在宅への円滑な移行体制が

構築され、病床の機能分化の促進とこれに伴う回復期機能の病床増加

につなげる。 
また、多職種の協働やコーディネート能力の習得を図る研修等によ

り育成された人材とともに、地域及び病院とが連携して、入退院支援

に係る連携体制の構築を進めることで、県内の在宅療養環境の整備へ

とつなげる。 

 地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１）
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（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。  
（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

10,149

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

6,766

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

3,383

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

10,149

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国

費）における公

民の別（注２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

6,766

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

6,766

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関

の施設又は設備の整備に関する事業

標 準 事 業

例
-

 事業名 No ８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

37,805 千円

 
中山間地域等病床機能分化・連携体制整備事業

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、高知県立大学

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

本県のサービス・人的資源ともに乏しい中山間地域で、回復期の病

床機能への分化を進めるためには、困難な退院調整をおこなう職員や

病院等と連携できるコーディネーターの育成が必要。 

 アウトカム指

標

地域医療構想上不足が見込まれる、回復期機能の病床の増加  

・現状値【2,254 床】（R7.2） 

・目標値【3,286 床】（R7 年度末）

 事業の内容 地域医療構想の実現に向けて、不足が見込まれる回復期への病床機

能分化を推進するため、専門的な研修の実施により、地域における医

療機関間の連携や医療介護連携をコーディネートできるコーディネー

ターを育成し、地域における療養者の受け皿を増やすとともに、病院

における退院調整支援に携わる人材の育成を図る。 

 アウトプット指標 ・中山間地域でコーディネーターとなる者の数：10 名

 アウトカムとアウトプット

の関連

研修を実施し、中山間地域でコーディネーターとなる者を育成する

ことにより、退院調整支援の促進、地域連携の確保が図られ、地域医

療構想上必要とされる回復機能病床の増床につなげる。 

 地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１）
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（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。  
（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

37,805

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

25,203

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

12,602

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

37,805

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国

費）における公

民の別（注２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

25,203

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関

の施設又は設備の整備に関する事業

標 準 事 業

例
５

 事業名 No ９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

26,364 千円

 
地域医療提供体制整備事業

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

地域医療構想の実現に向け、医療機関の機能分化・連携を支援し、

医療需要の低い入院患者を地域に移行するため在宅医療体制の強化が

必要である。

 アウトカム指

標

地域医療構想に定める令和７年度の医療機能ごとの病床の必要量の

達成  

【現状値】　　　　 【目標値】 

・高度急性期　  994 床(※)　→　 　840 床(R7) 

・急性期　　　4,361 床(※)　→ 　2,860 床(R7) 

・回復期　　　2,254 床(※)　→　 3,286 床(R7) 

・慢性期　　　4,933 床(※)　→ 　4,266 床(R7) 

・休床等        316 床(※) 

・合計　 　　12,858 床(※)　→　11,252 床以上(R7) 

(※)R5 病床機能報告の数値を令和 7年 2月時点で更新

 事業の内容 医療機関の機能分化・連携を推進し在宅医療提供体制を強化するた

め、医療機関の在宅医療供給体制の強化に向けた機器等の設備整備を

行う。 

 アウトプット指標 ・本事業を活用する医療機関数：15 医療機関 

 アウトカムとアウトプット

の関連

医療機関の医療提供体制の強化を図ることにより、現在、入院中の

医療需要の低い患者を地域に移行することが可能となり、地域医療構

想の実現に寄与する。

 地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１）
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（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。  
（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

26,364

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

8,825

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

4,413

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

13,238

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

13,126

 基金充当額（国

費）における公

民の別（注２）

公  

 (千円) 

74

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

8,751

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 Ⅰ-2 地域医療構想の達成に向けた病床数

又は病床の機能の変更に関する事業

標準事業例

 事業名 No 10 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

140,220 千円

 
単独支援給付金支給事業

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 県内医療機関

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日 
 背景にある医療・介護ニー

ズ

地域医療構想の実現に向け、患者の医療需要に応じた質の高い効率的な医療

提供体制を構築するためには、自主的な病床機能再編を実施する医療機関の取

組を支援することが必要である。

 アウトカム指

標

令和７年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病床数 

　　急性期病床　　　 68 床→   37 床 

　　慢性期病床　　　162 床→  113 床

 事業の内容 医療機関が地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編を

実施する場合、減少する病床数に応じた給付金を支給する。

 アウトプット指標 対象となる医療機関数　５医療機関

 アウトカムとアウトプット

の関連

地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ自主的に病床数を減少する医療機関

に対し財政支援することにより、地域医療構想の実現に向けた取組の促進を図

る。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

140,220

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

140,220

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

140,220

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）にお

ける公民の別（注２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

140,220

うち過年度残額 

(千円) 
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
10,11

 事業名 No 11 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,020 千円

 
心不全患者在宅支援体制構築事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、国立大学法人高知大学

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 全国に 20 年先行して高齢化が進んでいる本県において、急性増悪・回

復や入退院を繰り返す心不全は、重要課題となっており、かかりつけ医、

訪問看護師、介護職及び急性期病院が連携した安定期（在宅）における再

発・再入院予防と急性期病院の後方支援体制の構築が必要である。あわせ

て、患者・家族をはじめ県民の病態への理解促進や終末期の医療・ケアに

関する意思決定支援も必要となっている。 

 アウトカム

指標

心不全年齢調整死亡率の減少【人口動態調査】 

　・現状値【男性：86.07　女性：60.96】（R5） 

　・目標値【現状値以下】（R7）

 事業の内容 高知大学医学部附属病院をはじめ９つの急性期病院で構成される「心

不全連携の会」が中核となり、かかりつけ医や在宅ケア専門職との勉強

会を開催するとともに、かかりつけ医等と患者の情報を共有するための

情報提供ツールの普及や患者教育資材の作成及び配付等を行う。あわせ

て、心不全連携の会の構成病院に心不全の相談窓口を設置することによ

り、在宅での心不全患者の療養支援、再発・再入院予防のための支援者

間の連携体制を構築する。 
また、心不全に関する公開講座等を開催し、住民啓発を実施する。 

 アウトプット指標 ・情報提供ツールを導入して支援した患者数：30名 

・地域の基幹病院を中心とした勉強会：９回以上

 アウトカムとアウトプットの

関連

情報提供ツールの活用や勉強会の開催により、かかりつけ医・在宅ケア

専門職の知識の深化、関係機関の顔の見える関係構築、患者変調時の円滑

な相談・外来受診が促進され、急性増悪による再入院の低下に寄与する。 
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 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

3,020

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,013

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

1,007

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

3,020

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）に

おける公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

2,013

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
11

 事業名 No 12 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

794 千円

 
かかりつけ医機能強化事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、高知県栄養士会

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 平成 30 年度から高知県糖尿病性腎症重症化予防プログラムに基づく取

組をスタートしたところであるが、糖尿病治療の基本となる栄養食事指導

を担う管理栄養士を配置しているかかりつけ医（診療所）は約５％となっ

ており、かかりつけ医の栄養食事指導提供体制が脆弱である。

 アウトカム

指標

本事業で把握した栄養食事指導件数（月平均） 

・現状値（R６年 4月～12 月） 

・外来栄養食事指導件数【1,407】 

・栄養指導目的の紹介患者数【8.7】 

・糖尿病患者紹介数【8.2】　　 

・目標値【現状値以上】（R7）

 事業の内容 高知県栄養士会に委託し、協力医療機関が実施した外来栄養食事指導

件数の把握と管理栄養士への連絡会及び研修会を実施することにより、

糖尿病等の重症化予防に向けて外来栄養食事指導を提供する体制の充

実・強化を図る。

 アウトプット指標 ・外来栄養食事指導推進事業協力医療機関：91 施設 
・管理栄養士への連絡会及び研修会：５回

 アウトカムとアウトプットの

関連

外来栄養食事指導を実施するまたは、協力医療機関へ患者を紹介するか

かりつけ医が増加することや、栄養指導の質の向上が図られることで、外

来栄養食事指導料の算定件数の増加及び治療効果が向上する。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

794

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

529

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

265

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

794

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

529

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

529

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
12

 事業名 No 13 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,075 千円

 
訪問看護師研修事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、高知県看護協会

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 本県においては、小規模の訪問看護ステーションが多く、管理者として

の経験が十分でないまま経営を行っているところもあり、患者や看護師の

確保、医療機関との連携がとれていない等、訪問看護ステーションの運営

が安定しない状況にある。

 アウトカム

指標

〇訪問看護師数の増加 

・現状値【544 名】（R６年末） 

・目標値【570 名】（R７年末）、【622 名】（R９年末） 

〇休止中の訪問看護ステーション数の増加防止 

・現状値【３か所】（R８.１月時点） 

・目標値【３か所】（R７年末）

 事業の内容 在宅移行を支援する看護師を対象とした研修や、診療所等での医療-介護

連携窓口となる看護師を育成するための検討会を開催し、訪問看護師の確

保及び質の向上、訪問看護ステーションの機能強化を図る。

 アウトプット指標 ・退院調整看護師育成研修の開催：６日以上/年 
・医療介護連携のための多職種事例検討会の開催：６回以上/年

 アウトカムとアウトプットの

関連

退院調整看護師の増加・質向上や医療介護連携の窓口機能を担う看護師

が増加し、在宅療養への円滑な移行やそのときの病状に応じた必要なサー

ビスを随時が検討できる。これにより、早期からの訪問看護サービスの提

供や訪問看護ステーションとケアマネージャー等の支援者との連携強化に

つながる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

2,075

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

1,383

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

692

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

2,075

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

1,383

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
12

 事業名 No 14 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,140 千円

 
訪問看護師育成事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県 

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 本県の医療及び介護サービス資源、人材等は県中央部に集中し、地域偏

在が発生している状況であり、また中央部以外ではサービスが十分整備さ

れていない地域が存在する。また訪問看護師の確保や中山間地域へのサー

ビス提供が困難であり、採算が合わず訪問が出来ない状況にもある。よっ

て、県内全体の訪問看護サービスの状況について件内閣訪問看護事業所へ

実態調査を行い、集計・分析し訪問看護サービスの量的・質的課題を把握

し今後の対策につなげていく必要がある。

 アウトカム

指標

訪問看護師数の増加 

・現状値【544 名】（R６年末） 

・目標値【570 名】（R７年末）、【622 名】（R９年末）

 事業の内容 ・県内各訪問看護事業所について看護師の量・質の確保や経営上の課

題、関係機関との連携などそれぞれが抱えている課題や今後の動向に

ついて調査し、解決に向けた支援策の必要性を検討し施策の実施につ

なげる。調査項目の調整や決定、分析は専門職団体や教育機関と連携

しつつ実施し、その後の調査票の配布や回答受理、集計、分析結果の

各事業者への通知は委託事業者による実施を予定している。

 アウトプット指標 ・実態調査に対する回答率 80％以上 
（R7 年４月時点の 109 事業所のうち約 87 事業所に相当）

 アウトカムとアウトプットの

関連

多くの事業者から回答を得ることで県内の訪問看護について実態をよ

り正確に把握し、施策立案につなげることで訪問看護サービスの量・質の

確保を促進する。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

2,140

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

1,426

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

714

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

2,140

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

1,426

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

1,426

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
12

 事業名 No 15 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

56,288 千円

 
中山間地域等訪問看護体制強化・育成事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県訪問看護連絡協議会

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 本県は、医療及び介護サービス資源、人材が県中央部に偏在しており、

在宅患者が村落に散在する中山間地域等では、訪問看護ステーション数が

不足し、在宅療養推進の大きな障害となっていた。また、県中央部におい

ても訪問看護師の確保が厳しい状況にあり、人的余裕の少ない小規模な看

護ステーションが多数を占めるため、中山間地域への訪問看護は十分に実

施できていなかった。このため、平成 26 年度から中山間地域等を対象と

した訪問看護を実施する訪問看護ステーションに対し、運営費の補助を行

ってきたところであり、訪問実績も 8,340 回（R2)→12,616 回（R6）と増

加するなど、本県の中山間地域における在宅医療の進展に寄与している。 

今後、地域包括ケアの更なる推進を目指すため、市町村や医療機関との

連携をより密にし、地域における患者の状況について調査・分析を行い、

新たなニーズの把握に努めるとともに対応できる訪問看護サービス体制

の整備・充実を進める中核機関となる訪問看護総合支援センターの設置・

運営が必要である。

 アウトカム

指標

訪問看護ステーション数の一定数維持 

〇実動訪問看護ステーション数 

・現状値【109 か所】（R８.１） 

・目標値【109 か所】（R７末）

 事業の内容 本事業は、訪問看護総合支援センターの設置や中山間地域等に居住す

る患者への訪問を行う訪問看護ステーションへの運営費補助により、中

山間地域での在宅医療の維持・進展を図るとともに地域包括ケアシステ

ムの確立を押し進め、命題である住み慣れた地域で在宅療養ができる環

境の整備を推進する。

 アウトプット指標 ・中山間地域等への訪問看護の件数：2,192 件 

・中山間地域等への訪問看護の延回数：13,685 回

 アウトカムとアウトプットの

関連

中山間地域等への訪問看護件数、回数の増加により、高知県内どこでも

必要な訪問看護サービスが受けられるようになる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

56,288

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

37,525

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

18,763

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

56,288

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

37,525

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
16,18

 事業名 No 16 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,450 千円

 
在宅歯科医療連携室整備事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域 

 事業の実施主体 高知県歯科医師会、高知学園短期大学

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な歯科医療サービス

が提供できるよう在宅歯科医療にかかる提供体制の強化が必要である。

 アウトカム

指標

訪問歯科診療レセプト件数の増加 

●訪問歯科診療のレセプト件数(後期高齢者) 

・現状値：21,958 件(R６) 

・目標値：20,579 件(R７) 

 事業の内容 病気やけがで通院が困難な方が、在宅等で適切な歯科治療等を受けら

れるようにするため、「在宅歯科連携室」を相談窓口として、訪問歯科診

療を行う歯科医の紹介や、多職種連携会議の開催等を行う。 
また、在宅歯科医療に必要な専門知識及び手技を身につけるための実

技研修及び多職種連携促進のための研修を行う。 

 アウトプット指標 ・在宅歯科連携室の利用患者数を年間 100 名以上維持 

・在宅歯科医療従事者研修を年間４回以上開催 

 アウトカムとアウトプットの

関連

在宅歯科連携室の運営及び在宅歯科医療従事者研修により、訪問歯科診

療を実施している歯科診療所数の維持・増加につなげる。 

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

24,450

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

16,300

うち過年度残額 

(千円) 

16,300

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

8,150

うち過年度残額 

(千円) 

8,150

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

24,450

うち過年度残額 

(千円) 

24,450

 その他（Ｃ） (千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

16,300

うち過年度残額 

(千円) 

16,300

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

16,300

うち過年度残額 

(千円) 

16,300

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
7

 事業名 No 17 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

549,156 千円

 
東部多機能支援施設整備事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

高知県東部地域

 事業の実施主体 県内事業者（設計事業者、工事請負事業者）

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 県内東部地域における医療・介護人材の不足 

・看護職員の地域偏在（約８割が中央圏域に集中） 

　・県内の他の地域と比較して人口あたりの病床数、介護施設が少ない 

　　→地元に定着する医療・介護人材の確保が必要

 アウトカム

指標

〇訪問看護師数の増加 

・現状値【470 名】（R４年末） 

・目標値【501 名】（R７年末）、【512 名】（R９年末）

 事業の内容 医療介護サービス基盤が脆弱な県東部地域に、サービス人材の養成や事

業者の活動を支援する多機能支援施設を整備するための改修工事を行う

ことにより、医療提供体制の充実強化を図り、東部地域の住民が住み慣れ

た地域で、希望を持って安心して暮らして行けるような体制を構築する。

 アウトプット指標 医療介護に関する４事業者等が参入

 アウトカムとアウトプットの

関連

東部多機能支援施設の改修工事を行い、介護医療サービス基盤が整備さ

れることにより、東部地域における医療・介護人材不足の解消に繋がって

いくこととなる。 

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

549,156

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

333,674

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

166,837

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

500,511

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

48,645

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 民  

(千円) 

333,674

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
11

 事業名 No 18 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,031 千円

 
人生の最終段階における医療体制検討事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 人生の最終段階における医療・ケアについては、患者本人による意思決

定を基本として行われるべきことから、ACP により適切な患者の意思決定

支援を実施できる医療・介護職の育成及び県民の理解促進が必要である。

高齢化先進県であり、県民が住みたい場所で最期までいきいきと暮らす地

域包括ケアシステム構築を進める高知県においては、その取組が急務とな

っている。

 アウトカム

指標

相談員研修参加者数の増加 

・現状値【16人】（R6） 

・目標値【30人】（R7）

 事業の内容 人生の最終段階における医療についての検討会議において、現状の把

握と課題の整理、県民への啓発等、今後の取組について検討する。 
また、人生の最終段階において、県民一人一人が自分らしい暮らしを

最期まで続けられるようにするため県民向けの講座や啓発資材による ACP

の普及啓発を行う。

 アウトプット指標 ・人生の最終段階における医療・ケア検討会議の開催：１回 

・県民向け講座の開催回数：５回

 アウトカムとアウトプットの

関連

検討会議で ACP の認知度向上に関する取組について検討し、講座で県民

の ACP への理解が進むことで、本人が望む医療やケアについて考える機運

が高まり、適切な患者・家族の意思決定支援を実施できる医療・介護職の

育成につながる相談員研修への参加者増加につながる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

2,031

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

1,354

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

677

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

2,031

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

1,354

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
10

 事業名 No 19 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

530 千円

 
在宅医療等連携研修事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 在宅医療を推進するためには、患者が安心して在宅医療に移行できるよ

う、退院後の生活を見据えた適切な退院支援の実施や、急変時対応が可能

な環境の整備が必要である。

 アウトカム

指標

在宅療養診療所及び在宅療養支援病院数の維持 

（令和７年３月：在支診 45 施設、在支病：26 施設）

 事業の内容 県内の在宅医療提供体制の実情を鑑み、医療関係者における在宅医療

への理解を促進するために必要な研修内容・テーマを設定し、これに沿

った研修を医療従事者団体や病院等が実施する際に、専門知識をもつ講

師の派遣を実施する。

 アウトプット指標 研修実施機関（団体）数：５機関

 アウトカムとアウトプットの

関連

在宅医療を専門的に取り組んでいる講師による研修を実施し、受講者の

在宅医療への理解を促進することで、在宅医療に取り組む医療機関数の維

持・増加につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

530

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

353

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

177

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

530

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

353

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
22

 事業名 No 20 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,034 千円

 
在宅服薬支援事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県・高知県薬剤師会

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 地域医療構想を進めるうえで、地域で必要な医療・介護提供体制を確保

する高知版地域包括ケアシステムの構築、特に、住み慣れた地域で在宅療

養ができる環境整備は重要である。

 アウトカム

指標

どこに住んでいても必要なときに訪問薬剤管理指導やオンライン服薬

指導を受けられる環境が整備されている 

指標：県内保険薬局の在宅患者訪問薬剤管理指導料届出割合（95%）

 事業の内容 薬局薬剤師の在宅訪問対応力強化を目的とする研修の実施や ICT 等を

活用した服薬支援体制の整備に向け、中山間地域（あったかふれあいセ

ンター等）の高齢者等におけるオンラインによる服薬指導の試験的実施

等により、県民の誰もが住み慣れた地域で暮らし続けることができる環

境の整備を図る。

 アウトプット指標 ・在宅訪問実施薬局数：233 件（保険薬局 386 薬局の 60％）R7年度末 

・ICT（高知家＠ライン）への参加薬局数 97 件（保険薬局 386 薬局の 25％

を維持）R7 年度末

 アウトカムとアウトプットの

関連

ICT の活用や多職種連携により、地域に点在する薬局や小規模薬局の在

宅医療への参画が可能となり、在宅サービスを提供できる地域の拡大にも

つながる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

6,034

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

4,022

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

2,012

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

6,034

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

797

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 民  

(千円) 

3,225

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

3,225

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
16

 事業名 No 21 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,020 千円

 
重度心身障害児・者歯科診療体制整備事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県・高知県歯科医師会

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ ・本県では平成９年から重度障害児者歯科診療事業を開始。 

・身体障害、知的障害、発達障害の患者に対して幅広く対応しているが、

重度の知的障害等のある患者については、不随意運動や治療者の指示が

通らないなどの理由により、治療に危険性を伴う場合がある。 

・一般の歯科医院では困難な重度の障害児・者の歯科治療を高知県歯科医

師会が中央部（高知市総合あんしんセンター内歯科保健センター）、西部

（四万十市立病院幡多分室）で実施している。また、中央部では、より

重度障害に方に、入院を伴わない全身麻酔下での歯科治療を実施してい

る。

 アウトカム

指標

アウトカム指標： 

重度の知的障害等のある患者に対する安全が確保された歯科治療の提供 

（現状値）100% 

（目標値）100%

 事業の内容 高知県歯科医師会の歯科保健センター、幡多分室にて障害のある方の歯

科治療を継続することができるよう、運営費（機材等や診療に必要な物品）

を一部補助する。

 アウトプット指標 1 日の平均患者数の現状維持 

高知市あんしんセンター：約 20 人、幡多分室：約 12 人

 アウトカムとアウトプットの

関連

現在の診療体制の維持を行うことで、重度心身障害のある患者が継続し

て歯科治療を受けることができ、患者の QOL の維持につながる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

18,020

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

1,088

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

544

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

1,632

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

16,388
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

1,088

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
7

 事業名 No 22 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,539 千円

 
オンライン服薬指導機器等整備支援事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、薬局

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 高齢化が進む中山間地域では、医療機関や薬局へのアクセスが不便であ

る。このような地域においても必要な時に適切な医療を受けられるよう

ICT を活用できる環境を整備する必要がある。

 アウトカム

指標

オンライン服薬指導を受けた患者が居住する市町村数：16 市町村(R7 年度

末)、34 市町村（R9 年度末）

 事業の内容 薬局のオンライン服薬指導体制を整備し、在宅医療提供体制の強化を図

るため、オンライン服薬指導に必要な情報通信機器等の導入費用について

支援する。

 アウトプット指標 オンライン服薬指導を実施した薬局数：60 薬局（R7 年度末）、200 薬局

（R9 年度末））

 アウトカムとアウトプットの

関連

オンライン服薬指導体制を整えた薬局が増えることにより、在宅医療を

提供できる地域が拡大し、県民が住み慣れた地域で必要な医療を受けられ

るようになる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

4,539

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

3,026

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

1,513

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

4,539

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

25

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
7

 事業名 No 23 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

33,784 千円

 
オンライン診療によるへき地医療確保事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、医療機関

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 全国に先行して少子高齢化が進み、中山間地域が県土の大部分を占める

本県において、「医療機関から遠隔地の集落のため必要な医療が受けられ

ない」「移動に時間を要するため訪問診療の効率が悪い」といった、患者及

び医療機関双方が抱える課題を早急に解決する必要がある。 

このため、医療へのアクセスが特に不便なへき地等における受診機会の

確保を目的に、へき地診療所や集会施設でのオンライン診療の導入を支援

することで、医療提供体制の強化につなげる。

 アウトカム

指標

アウトカム指標：オンライン診療体制が構築されている市町村数の増加  

・現状値【10 市町村〈29.4％〉】（R7.3 月） 

・目標値【23 市町村〈67.7％〉】（R8.3 月））

 事業の内容 医療機関に対して、へき地等の集会施設や診療所等でのオンライン診

療に必要な看護師等の派遣及び看護師が使用する情報通信機器の購入経

費、通信費を補助により支援する。 
また、モデル地域を定めて、高知大学医学部付属病院医療ＤＸセンタ

ーにコーディネーター（医師と看護師）２名を配置し、直接医療機関に

出向き、オンライン診療の導入等を支援する。これにより、中山間地域

等の患者の診療機会の確保と医療の効率化につなげる。

 アウトプット指標 へき地等の集会施設や診療所の活用を含めたオンライン診療体制が構

築されている市町村の数：16市町村（R7 年度末）

 アウトカムとアウトプットの

関連

無医地区・準無医地区を有する市町村がへき地診療所や集会施設でのオ

ンライン診療体制を構築することにより、県民誰もが住み慣れた地域で必

要な医療が受けられるようになる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

33,784

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

18,062

うち過年度残額 

(千円) 

18,062

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

9,032

うち過年度残額 

(千円) 

9,032

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

27,094

うち過年度残額 

(千円) 

27,094
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 その他（Ｃ） (千円) 

6,690

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

18,062

うち過年度残額 

(千円) 

18,062

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

7,320

うち過年度残額 

(千円) 

7,320

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
19

 事業名 No 24 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

39,028 千円

 
在宅歯科診療設備整備事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、医療機関（歯科）

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な歯科医療サービス

が提供できるよう在宅歯科医療にかかる提供体制の強化が必要である。

 アウトカム

指標

訪問歯科診療レセプト件数の増加 

●訪問歯科診療のレセプト件数(後期高齢者) 

・現状値：21,958 件(R６) 

・目標値：20,579 件(R７) 

 事業の内容 医療機関（歯科）の在宅医療提供体制を強化するため、医療機関の在宅

医療供給体制の強化に向けた機器等の設備整備を行う。

 アウトプット指標 ・本事業を活用する医療機関数：20医療機関 

 アウトカムとアウトプットの

関連

医療機関（歯科）の医療提供体制の強化を図ることにより、訪問歯科診

療を実施している歯科診療所数の維持・増加につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

39,028

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

13,128

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

6,564

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

19,692

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

19,336

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

13,128

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅱ居宅等における医療の提供に関する事業

標準事業例
8,9,10

 事業名 No 25 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

984 千円

 
在宅医療推進・普及啓発事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 在宅医療体制に関する地域及び県下全体の課題及び対策を検討すると

ともに、住み慣れた地域で本人の思いを叶える在宅療養の普及啓発を図る

研修会を開催することにより在宅医療の充実を図る必要がある。

 アウトカム

指標

在宅療養診療所及び在宅療養支援病院数の維持 

（令和７年３月：在支診 45 施設、在支病：26 施設）

 事業の内容 ・在宅医療提供体制の充実を図るために、在宅医療提供モデルケースの検

討や多職種間の連携の促進、医療計画に基づく取組みに関する検討や評

価などを行う。 

・医療介護従事者が患者や家族の希望に沿った退院支援を実施・継続して

いくにはどのような取組が必要か検討し、多職種連携の深化を図る。 
・在宅療養の普及啓発を図るため、住民向けの講演会を行う。

 アウトプット指標 ・在宅医療体制検討会議の開催：１回 

・医療介護従事者向け研修会の開催回数：２回 
・県民向けの講演会の開催回数：１回

 アウトカムとアウトプットの

関連

医療介護従事者や県民の在宅医療への理解を促進することで、在宅医療

に取り組む医療機関数の維持・増加につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

984

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

656

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

328

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

984

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

656

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業

 事業名 【No.1（介護分）】 
高知県介護施設等整備事業

【総事業費（計画期間

の総額）】 

990,428 千円

 事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日

 背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。

 アウ

トカ

ム指

標

アウトカム指標：地域密着型サービス施設等の増 

　　小規模多機能型居宅介護事業所 

　　　1,021 人／月分（38 か所）→1,048 人／月分（41 か所） 

 事業の内容 ○地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

○介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

○介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 
を行う。

 アウトプット指

標

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第９期介護保険事業支援計画等

において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
○施設整備 

　小規模多機能型居宅介護事業所：３か所 

認知症高齢者グループホーム：１か所 

認知症対応型通所介護：１か所 

介護予防拠点：１か所 

特別養護老人ホーム：１か所 

施設内保育施設：１か所 

○開設準備 

　小規模多機能型居宅介護事業所：（27 人／月分） 

　認知症高齢者グループホーム（27 人／月分） 

　訪問看護：１施設 

　介護付きホーム：（300 人／月分） 

　特別養護老人ホーム：（182 人／月分） 

　施設内保育施設：１か所 

○介護ロボット・ICT 導入 

特別養護老人ホーム：（80 人／月分） 
介護老人保健施設：（80 人／月分） 

○介護職員の宿舎施設整備事業：１施設

 アウトカムとア

ウトプットの関

連

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、地域密着型サービス

施設等の定員を増とする。

 事業に要す 地域密着型サービ 総事業費 基金 その他 
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 る費用の額 ス施設等の整備を

行うことにより、地

域密着型サービス

施設等の定員を増

とする。

（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ）（注１）

（Ｃ） 

（注２）

 ①地域密着型サー

ビス施設等の整備

(千円) 

475,000

(千円) 

316,667

(千円) 

158,333

(千円) 

 ②施設等の開設・設

置に必要な準備経

費

(千円) 

432,095

(千円) 

288,063

(千円) 

144,032

(千円) 

 ③介護保険施設等

の整備に必要な定

期借地権設定のた

めの一時金

(千円) (千円) (千円) (千円) 

 ④介護サービスの

改善を図るための

既存施設等の改修

(千円) (千円) (千円) (千円) 

 ⑤民有地マッチン

グ事業

(千円) (千円) (千円) (千円) 

 ⑥介護施設等にお

ける新型コロナウ

イルス感染拡大防

止対策支援事業

(千円) 

0 
(千円) 

0
(千円) 

0
(千円) 

 ⑦介護職員の宿舎

施設整備

(千円) 

83,333

(千円) 

55,555

(千円) 

27,778

(千円) 

 金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 

990,428
 基

金国（Ａ）

 

(千円) 

660,285

うち過年度残額 

(千円) 

285,133
 

都道府県（Ｂ）

 

(千円) 

330,143

うち過年度残額 

(千円) 

142,567
 

計（Ａ＋Ｂ）

 

(千円) 

990,428

うち過年度残額 

(千円) 

427,700
 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額 

（国費）に

おける公民

の別 

（注３） 
（注４）

公 (千円) 

 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 民 うち受託事業等 

(千円) 

990,428 

うち過年度残額 

(千円) 

427,700
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（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 
（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 
（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別と

しては、「公」に計上するものとする。 
 

 

 
 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
28

 事業名 No 26 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,000 千円

 
救急医養成事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 国立大学法人高知大学

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 高知県では高齢化などのため救急搬送の必要性が高まっている一方で、

救急医療を担う医師が不足している。 

また、南海トラフ地震発生時には、道路の寸断等により、後方搬送や外

部からの支援が困難な状況が予想されているため、地域の医療従事者によ

る総力戦の体制づくりが課題となっている。 

そこで、県内の救急医療体制を維持するとともに、災害時に負傷者に近

い場所での医療救護活動を行うために、救急医療と災害医療を一体化させ

て救急・災害医療に従事できる医療従事者の教育・養成を行う必要がある。 

また、近年では、コロナなどの新興感染症や医療機関へのサイバーテロ、

更には救急・災害医療にも影響を及ぼす人口減少による医療の地域格差な

ど、新たな課題に対応する必要がある。

 アウトカム

指標

アウトカム指標： 

●附属病院の救急部医師数　現状値【９名】（R7.3）　目標値【７名】（R7） 

●救急部での初期研修医の受入れ人数 

現状値【33(人数×月)】(R7.3)　目標値【48(人数×月)】（R7） 

●地域の救急医療機関への医師派遣等数　 

現状値【４施設】(R7.3)　目標値【３施設】(R7)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 事業の内容 県内の災害医療・救急医療に従事する人材を確保するために、救急医確

保に取り組んでいる同大学に設置されている「先端医療学コース（災害・

救急）」を選択する学生を増やす取り組みを行うとともに、附属病院の救急

部では初期臨床研修医を受入れることで、キャリアの初期段階から県内の

救急医療の重要性を認識してもらい、県内で救急医療に従事する医師の確

保を目指す。 
また、高知大学医学部附属病院には 300 名を超す医師が在籍している

が、救急車の受入れ台数を増やすことなどにより、救急が専門でない医師

にも救急医療に慣れてもらうことで、救急医療に従事可能な人材を育成す

る。 
さらに、県内の救急医療機関へ大学から医師を派遣することで、地域の

救急医療体制を支援するとともに、派遣先医療機関の災害医療・救急人材

の育成につなげていく。 
また、高知大学医学部が実施する、新たな課題に対応できる医療者を育

成し、医療施設等の対応力を向上させる取組を支援する。 
これらのことを実施することで、救急医療のみならず、南海トラフ地震
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 など災害時の円滑な医療体制を構築する。

 アウトプット指標 ・救急車受け入れ台数：2,800 台（R7）（2,420 台(R7.2 月末時点)） 

（救急車の受け入れ態勢を充実させて、すべての医師が救急医療に慣れ

ていく） 

・先端医療学コース（災害・救急）選択学生数：15 名（R7）（R6:14 名(R7.2

月末時点)）

 アウトカムとアウトプットの

関連

救急医療を担う医師の育成及びスキルアップを図ることで、附属病院の

救急部医師数を強化するとともに、不足している救急医を確保し、県内の

救急医療体制の充実につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

20,000

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

13,333

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

6,667

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

20,000

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

13,333

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
25

 事業名 No 27 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

333,273 千円

 
地域医療支援センター運営事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、一般社団法人高知医療再生機構、国立大学法人高知大学

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 若手医師の減少や地域・診療科間の医師の偏在が本県の課題となってい

る。

 アウトカム

指標

〇県内初期臨床研修医採用数 

・現状値【49 名】(R7） 

・目標値【70 名】（R7） 

〇県内医師数（中央保健医療圏を除く） 

・現状値【359 名】（R4） 

・目標値【359 名以上】（R7）

 事業の内容 医師不足の状況の把握・分析等に基づく医師の適正配置調整と一体的

に、若手医師のキャリア形成支援を行う。また、若手医師の留学や資格取

得、研修等の支援を行う。県外からの医師招聘等、即戦力となる医師の確

保を行う。

 アウトプット指標 ・医師派遣・あっせん数：10人 

・地域枠を含む奨学金受給医師数に対するキャリア形成プログラム参加医

師数の割合：85％

 アウトカムとアウトプットの

関連

キャリア形成支援等の取組により、若手医師の県内定着率の向上を図

り、若手医師の減少や地域・診療科間の医師の偏在を解消する。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

333,273

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

222,182

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

111,091

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

333,273

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

46,340

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 民  

(千円) 

173,008

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

5,042

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
26

 事業名 No 28 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

35,532 千円

 
中山間地域等医療提供体制確保対策事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 医師、歯科医師の地域偏在、診療科偏在、年齢偏在により、緊急に医師

を確保する必要がある医療機関や診療科が多数存在しており、即戦力とな

る医師、歯科医師の確保が必要である。

 アウトカム

指標

医師不足地域における診療従事医師数の維持 

・現状値【573 名】（R4） 

・目標値【573 名】（R7）

 事業の内容 県外私立大学に寄附講座を設置し、この寄附講座の研究活動の一環とし

て、当該大学所属医師が県内の中山間の医療機関で地域医療の課題等を研

究するとともに診療活動を行う。また、歯科医師会と連携して、中山間地

域における歯科医療提供体制確保にかかるアンケート調査及びヒアリン

グを実施する。

 アウトプット指標 寄附講座を設置する大学：県外１大学 
歯科医師確保の取組を実施する歯科医師会：県内１ブロック

 アウトカムとアウトプットの

関連

寄附講座を設置し、研究活動を行ってもらうことで、医師不足が顕著な

中山間地域において、医療機関の医師確保につなげる。 
アンケート調査及びヒアリングの実施により、歯科医療提供体制の現

状・課題を共有し、歯科医師確保対策の取組への着手を推進する。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

35,532

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

23,688

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

11,844

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

35,532

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 民  

(千円) 

23,688

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
32

 事業名 No 29 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

385 千円

 
女性医師等就労環境改善事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、一般社団法人高知医療再生機構

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 県内の診療従事医師のうち、40 歳未満の若手医師に占める女性医師の割

合は 35％を超えており（H28:37.5%、H30:35.1%、R2:35.3%）、女性が結婚

や出産・育児等により診療現場を離れると、安定的な医師の確保に困難を

きたすことになるため、安心して勤務を継続できる環境の整備が必要であ

る。

 アウトカム

指標

診療に従事する女性医師数の維持 

・現状値【516 名】（R4） 

・目標値【516 名】（R7）

 事業の内容 　出産、育児などにより診療の場から離れている女性医師が復職するた

めの相談窓口を設置し、復職先の医療機関の情報収集及び情報提供を行

うと共に、復帰に向けた研修の受け入れ調整及び受け入れ医療機関に対

する支援を行う。

 アウトプット指標 本事業を活用して復職した女性医師数：１人

 アウトカムとアウトプットの

関連

女性医師の復職を促すことにより、診療に従事する女性医師数を維持

し、地域・診療科間の医師偏在の解消等、安定的な医療の確保につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

385

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

256

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

129

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

385

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 256

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

256

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
49

 事業名 No 30 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,337 千円

 
医療勤務環境改善支援センター運営事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、一般社団法人高知医療再生機構

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 医療従事者の離職防止、定着促進を図るには、過酷な勤務環境の改善が

課題であるために、勤務環境改善に取り組む医療機関に対して、総合的・

専門的な支援を行う機関が必要である。

 アウトカム

指標

〇若手（40 歳未満）医師数 

・現状値【619 名】（R4） 

・目標値【670 名】（R7） 

〇看護職員離職率　 

・現状値【9.7%】（R4） 

・目標値【10.0％以下維持】（R7）

 事業の内容 医療スタッフ全体の離職防止や医療安全の確保を目的として、国の策定

した指針に基づき、ＰＤＣＡサイクルを活用して計画的に勤務環境改善に

向けた取り組みを行う医療機関に対して、総合的な支援を行う医療勤務環

境改善支援センターを設置、運営する。

 アウトプット指標 センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数： 
２医療機関

 アウトカムとアウトプットの

関連

本センターの支援を受け、勤務環境改善に取り組んだ医療機関の取組を

広め、県内各医療機関の勤務環境の改善を促すことにより、各医療機関の

医療従事者の確保・定着を図る。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

5,337

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

3,558

うち過年度残額 

(千円) 

3,558

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

1,779

うち過年度残額 

(千円) 

1,779

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

5,337

うち過年度残額 

(千円) 

5,337

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ２）

 民  

(千円) 

3,558

うち過年度残額 

(千円) 

3,558

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

3,558

うち過年度残額 

(千円) 

3,558

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
25

 事業名 No 31 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

324,360 千円

 
医師養成奨学貸与金貸与事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 若手医師の減少や地域・診療科間の医師の偏在が本県の課題となってい

る。

 アウトカム

指標

〇県内若手（40歳未満）医師数 

・現状値【619 名】(R4） 

・目標値【670 名】（R7） 

○産科・産婦人科医師数 

・現状値【60 名】(R4） 

・目標値【62 名】（R7） 

○医師不足地域における診療従事医師数 

・現状値【573 名】（R4） 

・目標値【573 名】（R7）

 事業の内容 高知大学の地域枠入学者等、卒業後に県内の医師不足地域で一定期間

勤務する意志を有する医学生に奨学金を貸与する。

 アウトプット指標 地域枠を含む奨学金受給医師数に対するキャリア形成プログラム参加医

師数の割合：85％

 アウトカムとアウトプットの

関連

奨学金の貸与により、若手医師の県内定着率の向上を図り、若手医師の減

少や地域・診療科間の医師の偏在を解消する。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

324,360

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

106,800

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

53,400

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

160,200

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

164,160

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

106,800

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
52

 事業名 No 32 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,546 千円

 
輪番制小児救急勤務医支援事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

中央区域

 事業の実施主体 県内医療機関

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 中央保健医療圏において、小児救急の輪番を担う医師が不足している状

況であり、小児科勤務医の確保のため、勤務環境の改善が必要である。

 アウトカム

指標

小児科病院群輪番制病院における小児科勤務医の確保 

・現状値【49名】（R6） 

・目標値【49名】（R7）

 事業の内容 本事業では、小児救急医療体制の維持を図ることを目的に、小児科病院

群輪番制病院が行う救急勤務医医師に対する手当の支給の支援を行う。

 アウトプット指標 小児科病院群輪番制病院に従事する医師に対する手当の支給件数：365 件

 アウトカムとアウトプットの

関連

手当の支給を行い、小児科病院群輪番制病院に従事する医師の処遇改善

を図ることで、小児科勤務医を確保し、県内の小児救急医療体制の維持に

つなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

5,546

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

3,586

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

1,794

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

5,380

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

166

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

3,586

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
52

 事業名 No 33 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,035 千円

 
小児救急トリアージ担当看護師設置支援事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

中央区域

 事業の実施主体 県内医療機関

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 中央保健医療圏において、小児救急患者のトリアージを担当する看護師

が不足している状況であり、看護師の確保のため、勤務環境の改善が必要

である。

 アウトカム

指標

小児科病院群輪番制病院におけるトリアージ担当看護師の確保 

・現状値【56名】（R6） 

・目標値【56名】（R7）

 事業の内容 　本事業では、小児救急医療体制の確保と充実を図ることを目的とし

て、小児救急患者のトリアージを担当する看護師を設置する医療機関に

対し、必要な費用の支援を行う。

 アウトプット指標 小児科病院群輪番制病院に従事するトリアージ担当看護師に対する手当

の支給件数：365 件

 アウトカムとアウトプットの

関連

手当の支給を行い、小児科病院群輪番制病院に従事するトリアージ担当

看護師の処遇改善を図ることで、トリアージ担当看護師を確保し、県内の

小児救急医療体制の維持につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

14,035

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

2,910

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

1,456

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

4,366

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

9,669

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

2,910

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
52

 事業名 No 34 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

80,050 千円

 
小児救急医療体制整備事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

中央区域

 事業の実施主体 高知市

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 小児科医師の不足と地域偏在の問題や、保護者などの小児科専門志向と

相まって、小児医療・小児救急医療提供体制の維持が困難な状況になって

いる。

 アウトカム

指標

小児科病院群輪番制の病院数の維持 

　・現状値【５病院】（R6） 

　・目標値【５病院】（R7）

 事業の内容 休日夜間における小児救急患者の二次救急医療の確保のため、中央保健

医療圏内の小児科を有する公的５病院に対し、二次輪番体制で小児の重症

救急患者に対応するために必要な経費の支援を行う。

 アウトプット指標 小児科病院群輪番制の実施に必要な経費の支援 
年間支給件数：365 件

 アウトカムとアウトプットの

関連

小児科病院群輪番制の経費支援を行うことで、輪番病院勤務医師等を確

保し、小児科病院群輪番制の病院数の維持につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

80,050

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

8,113

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

4,057

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

12,170

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

67,880

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

8,113

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
53

 事業名 No 35 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,486 千円

 
小児救急電話相談事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県看護協会

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 救急患者や夜間の小児救急病院の受診者には軽症者が多く、小児科病院

群輪番病院に勤める小児科医師の負担が大きくなっているため、軽症者に

よる安易な受診を控えるような体制が必要である。

 アウトカム

指標

小児科病院群輪番病院の深夜帯における１日当たり受診者数 

・現状値【3.5 名】（R6） 

・目標値【４名以下】（R7）

 事業の内容 夜間の保護者からの小児医療に関する電話相談への対応を、看護協会へ

の委託により実施し、適切な助言や指導を行うことで、保護者の不安を軽

減するとともに、医療機関への適切な受診を推進する。

 アウトプット指標 保護者からの小児医療に関する電話相談を受け、適正受診を図る 
１日当たり相談件数：8.9 件

 アウトカムとアウトプットの

関連

電話相談への対応を看護協会の看護師が行い、適正受診を図ることで、

小児科病院群輪番病院の１日当たりの受診者数を減らすとともに、輪番病

院の小児科医師への負担が軽減され、小児科病院群輪番制の維持につなげ

る。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

9,486

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

6,324

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

3,162

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

9,486

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 



（様式３：高知県）
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 6,324

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

6,324

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
53

 事業名 No 36 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,787 千円

 
小児オンライン相談事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 外部事業者への委託(予定)

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 救急患者や夜間の小児救急病院の受診者には軽症者が多く、小児科病院

群輪番病院に勤める小児科医師の負担が大きくなっているため、軽症者に

よる安易な受診を控えるような体制が必要である。

 アウトカム

指標

小児科病院群輪番病院の深夜帯における１日当たり受診者数 

・現状値【3.4 名】（R6.12 まで） 

・目標値【４名以下】（R7）

 事業の内容 夜間の保護者からの小児医療に関する電話相談への対応を、外部事業者

への委託により実施し、適切な助言や指導を行うことで、保護者の不安を

軽減するとともに、医療機関への適切な受診を推進する。

 アウトプット指標 保護者からの小児医療に関する相談をオンライン上で受け、適正受診を図

る 
１日当たり相談件数：6.5 件（メール相談と予約電話相談の計）

 アウトカムとアウトプットの

関連

保護者からの相談への対応を委託事業者雇用の医師等がオンライン上

で行い、適正受診を図ることで、小児科病院群輪番病院の１日当たりの受

診者数を減らすとともに、輪番病院の小児科医師への負担が軽減され、小

児科病院群輪番制の維持につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

10,787

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

7,191

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

3,596

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

10,787

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 民  

(千円) 

7,191

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

7,191

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
35

 事業名 No 37 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

25,596 千円

 
新人看護職員研修事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、高知県看護協会、医療機関等 

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 新人看護職員の定着のためには、職員を採用している医療機関が新人を

体系的に育成できる体制を構築する必要があり、また医療機関の規模の大

小に関わらず、県内どこの医療機関に就職しても新人教育が受けられる必

要がある。

 アウトカム

指標

新人看護職員の離職率の維持 

・現状値【8.7％】（R5 実施調査） 

・目標値【7.5％以下維持】（R6 実施調査）

 事業の内容 ・新人看護職員の資質向上と定着を図るために、どこの医療機関でも新人

看護職員がガイドラインに沿った研修を受けられる環境を整備し、研修

プログラムに沿って施設内研修を実施する。また、自施設で完結できな

い研修についても、受講の機会を確保するために、多施設合同研修や医

療機関受入研修を実施する。

 アウトプット指標 ・新人看護職員研修体制整備と指導者の質の向上が図られる 
（新人看護職員研修事業費補助金活用：20 施設） 

・多施設合同研修の研修受講者数：658 名

 アウトカムとアウトプットの

関連

多施設合同研修を含む新人看護職員研修及び指導者を対象とした研修

の実施により、県内どこの医療機関に就職しても新人教育が受けられる環

境の確保を図ることで、新人看護職員の育成及び離職防止につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

25,596

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

8,670

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

4,336

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

13,006

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

12,590

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ２） 4,140

 民  

(千円) 

4,530

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
36

 事業名 No 38 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

28,883 千円

 
看護職員資質向上推進事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、高知県看護協会、高知大学

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 在宅医療を推進していくためには、在宅医療資源の確保も重要である

が、退院後に自宅で安心して療養できるよう、退院支援や急変時の入院受

入体制の構築が必要であり、医療機関の看護職員の資質向上が求められて

いる。 

また、高度化・専門化する臨床現場において、専門的な知識と技術を持

つ看護職員の育成が求められている。

 アウトカム

指標

常勤看護職員の離職率の維持 

・現状値【10.2%】（R5 実施調査） 

・目標値【10.0％以下維持】（R6 実施調査） 

感染管理認定看護師数の増加 

　・現状値【28名】（R6） 

　・目標値：10名の新規養成（R7）

 事業の内容 【看護教員養成講習会】 
・専任教員養成講習会実施要領に基づく講習会を開講し、看護職員の養成

に携わる者に対して、必要な専門的知識技術を習得させ、看護基礎教育

の内容の充実向上を図る。 
【保健師助産師看護師実習指導者講習会】 
・看護学校養成所の看護学生を受け入れる医療施設の実習指導者を対象

に、　看護教育における実習の意義並びに実習指導者としての役割を理

解し、効果的な実習指導ができるよう必要な知識技術を習得させるため

の講習会を開催する。 
【アドバンス助産師研修】 
・助産師のさらなる活躍の場の拡大に伴い、院内助産所・助産師外来開設

の促進に係る研修を実施するとともに院内助産所等における助産師の質

の向上を図る。 
【がん中期研修会】 
・がん患者に対する看護ケアの充実のため、専門基礎知識・技術の習得と

アセスメント能力の向上を通じて、臨床実践能力の高い看護職員の育成

を図る。 
【感染管理認定看護師教育課程】 
・感染管理認定看護師の養成に向けて、教育機関の運営費の補助を行う。

 アウトプット指標 ・看護教員養成講習会受講者数：10名 
・実習指導者講習会受講者数：30 名 
・感染管理認定看護師教育課程受講者数：10 名



（様式３：高知県）
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 アウトカムとアウトプットの

関連

看護師の資質向上に必要な知識や技術を学び、各医療機関の実習指導等

の専門性を発揮できる看護師を育成することで、看護職員の離職防止につ

なげる。また、看護教員、実習指導者の研修を受講し、教育の質が向上す

ることで、今後看護師になる学生の看護実践力を高める学習効果が期待さ

れるため、看護職員の資質向上が図られる。 
県内で感染管理認定看護師の教育機関を新規開講し、県内の感染管理認

定看護師を育成することで、県全体の感染対策の強化につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

28,883

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

19,255

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

9,628

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

28,883

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

19,255

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
38

 事業名 No 39 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,195 千円

 
看護職員確保対策特別事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、高知県看護協会

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 看護師確保のため、新卒看護師の県内への就職・定着に向けた取組みを

実施する必要がある。

 アウトカム

指標

県内就職率（県外出身の学生が多い４校を除く） 

・現状値【68.3%】（R5実施調査） 

・目標値【85.0％以上】（R6 実施調査） 

常勤看護職員の離職率の維持 

・現状値【10.2%】（R5実施調査） 

・目標値【10.0％以下維持】（R6 実施調査）

 事業の内容 ・看護関係学校進学ガイドブック、就職ガイドブックの作成や就職説明会

を開催し、進路選択、職業選択及び納得のいく職場探しの支援を行い、県

内看護職員の確保・定着を図る。 
・高知県の看護を考える検討委員会を立ち上げ、課題抽出を行い、地域の

実情に応じた看護職員確保・定着のための方策を検討する。

 アウトプット指標 ・看護学生等進学就職支援事業：県内の医療機関が周知される 
（進学・就職ガイドブックの作成、就職説明会１回） 
・高知県の看護を考える検討委員会：看護職員確保に向けての課題の抽出

ができ、対策を検討できる（開催回数２回（予定））

 アウトカムとアウトプットの

関連

職場環境の改善、説明会やガイドブック作成による進学・就職支援、看

護職員確保における課題抽出、対策のための検討会の開催等、看護学生の

確保および県内就職に向けた取組みにより、看護師を確保する。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

18,195

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

12,130

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

6,065

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

18,195

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

10,495

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

1,635

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考



（様式３：高知県）
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
45

 事業名 No 40 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,122 千円

 
看護職員の就労環境改善事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、高知県看護協会

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 医療従事者の離職防止、定着促進を図るには、処遇や勤務環境の改善が

課題であるため、医療機関の勤務環境改善を促進するための取り組みが必

要である。

 アウトカム

指標

常勤看護職員の離職率の維持 

・現状値【10.2%】（R5実施調査） 

・目標値【10.0％以下維持】（R6 実施調査）

 事業の内容 病院の看護管理者が看護管理を行ううえで必要な知識やマネジメント

技術を学び、自施設の現状分析・課題抽出、目標設定、取組計画の策定・

実行・評価を県内外のアドバイザーが支援することで、医療機関における

看護職員の処遇や勤務環境改善のための取組を促進し、もって働きやすい

職場環境の整備を図る。

 アウトプット指標 看護管理者支援事業参加施設数：30施設

 アウトカムとアウトプットの

関連

医療機関の看護管理者が勤務環境改善や処遇の改善に取り組むことで、

看護職員の離職率の低下につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

3,122

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

2,081

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

1,041

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

3,122

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

2,081

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 



（様式３：高知県）
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
39

 事業名 No 41 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

87,043 千円

 
看護師等養成所運営等事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 学校法人、社会医療法人、独立行政法人、一般社団法人

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 看護師等の確保のために、看護基礎教育の充実等、質の高い教育の提供

が必要である。

 アウトカム

指標

県内就職率（県外出身の学生が多い４校を除く） 

・現状値【68.3%】（R5実施調査） 

・目標値【85.0％以上】（R6 実施調査）

 事業の内容 保健師助産師看護師法の基準を満たした看護師等養成所の教育環境を

整備することで教育内容を向上させ、より資質の高い看護職員を育成、確

保するため、看護師等養成所の運営に対し補助する。

 アウトプット指標 ・看護師等養成所への支援：５施設 

・県内の看護学生確保：480 名（補助対象施設の定員数）

 アウトカムとアウトプットの

関連

県内の学校法人等が行う看護師等養成所の運営に対して補助を実施し、

教育環境を整備することで、教育内容を向上させ、看護学生及び県内の就

業看護師を確保する。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

87,043

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

58,028

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

29,015

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

87,043

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

10,785

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

47,243

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
50

 事業名 No 42 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

69,255 千円

 
院内保育所運営事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 県内医療機関

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 核家族社会の中で、看護職員の確保にあたっては、出産・育児による医

療従事者の離職防止、再就業促進のため、病院内保育所の運営を支援し、

就業環境の改善を図ることが必要である。

 アウトカム

指標

常勤看護職員の離職率の維持 

・現状値【10.2%】（R5実施調査） 

・目標値【10.0％以下維持】（R6 実施調査）

 事業の内容 医療従事者の離職防止、離職した医療従事者の再就職の環境整備及び

病児等保育の実施を図るため、医療機関が実施する院内保育所の運営に

対し補助をする。

 アウトプット指標 本事業を活用する医療機関数：独法医療機関１病院、民間医療機関 18 病

院

 アウトカムとアウトプットの

関連

医療機関が院内保育所を運営することで、子を持つ看護師等の医療従事

者の離職防止及び再就業が図れるとともに、安静の確保に配慮する必要が

ある集団保育が困難な児童の保育が確保される。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

64,234

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

42,822

うち過年度残額 

(千円) 

42,822

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

21,412

うち過年度残額 

(千円) 

21,412

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

64,234

うち過年度残額 

(千円) 

64,234

 その他（Ｃ） (千円) 

5,021

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

42,822

うち過年度残額 

(千円) 

42,822
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
28

 事業名 No 43 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

55,630 千円

 
産科医等確保支援事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 県内医療機関

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 分娩取扱施設の減少を防ぐため、産科・産婦人科医師の処遇改善が必要

である。

 アウトカム

指標

県内の産科医療体制の維持 

〇分娩取扱施設の産科・産婦人科医師数 

・現状値【45名】（R5）（内訳：病院 40 名、診療所５名） 

・目標値【45名】（R7） 

〇分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

・現状値【13.07 名】（R5） 

・目標値【13.07 名】（R7） 

 事業の内容 産科・産婦人科医師が減少する現状に鑑み、地域でお産を支える産科医

等に対し、分娩手当等を支給することにより、処遇改善を通じて、急激に

減少している分娩取扱施設の確保を図る。 
また、安全な無痛分娩の提供体制を整備するため、無痛分娩に関わる医

療スタッフに対して、産科麻酔の知識や技術、産科麻酔に関連した病態へ

の対応等を修得する機会を提供し、県内で無痛分娩の提供体制を構築す

る。

 アウトプット指標 ・手当支給施設数：９か所（内訳：病院６、診療所３） 
・無痛分娩体制構築に向け、指導的役割を担う医師の招聘：１名

 アウトカムとアウトプットの

関連

分娩手当等の支給を行い、産科・産婦人科医師の処遇改善を図ることで、

分娩取扱施設数を維持し、県内の産科医療体制の維持につなげる。 
また無痛分娩の提供体制を整え、産科麻酔科医の導入を図ることで、周

産期医療提供者の労働環境を抜本的に改善し、持続可能な医療体制の構築

につなげる。 

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

55,630

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

26,832

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

13,417

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

40,249

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

15,381

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

22,521

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

4,311

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
28

 事業名 No 44 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,906 千円

 
新生児医療担当医確保支援事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 県内医療機関

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 新生児医療に従事する医師の減少を防ぐため、処遇改善が必要である。

 アウトカム

指標

県内のＮＩＣＵ体制の維持 

〇手当を支給している医療機関の新生児医療に従事する医師数 

・現状値【26名】（R5） 

・目標値【26名】（R7）

 事業の内容 医療機関のＮＩＣＵで新生児医療に従事する医師に対して、新生児担当

手当等を支給することにより、過酷な勤務状況にある新生児医療担当医の

処遇改善を図る。

 アウトプット指標 ＮＩＣＵ入院見込み数（手当支給件数）：188 件

 アウトカムとアウトプットの

関連

新生児担当手当の支給を行い、処遇改善を図ることで、新生児医療に従

事する医師を確保し、県内のＮＩＣＵ体制の維持につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

1,906

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

666

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

333

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

999

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

907

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

666

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
48

 事業名 No 45 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,452 千円

 
薬剤師確保対策事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、高知県薬剤師会

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 高知県の薬剤師総数は増加傾向にある一方で、病院薬剤師数は 10 年前

からほぼ横ばいであり、かつ、病床数当たりの薬剤師数も全国と比べて少

ない状況が続いており、薬剤師業務が多様化する中、特に病院薬剤師の確

保が課題となっている。

 アウトカム

指標

病院薬剤師数 

現状値：425 人（R4）→　目標値：500 人（R7）

 事業の内容 薬剤師確保を推進するため、薬学生インターンシップや就職説明会を

実施する。また、薬学部への進学促進の支援として、中高生を対象とし

た薬学部進学セミナーや薬剤師職能の周知を実施する。併せて、県内の

薬剤師求人情報を一元化したホームページの充実及び周知にかかる経費

を補助する。

 アウトプット指標 ・薬学生インターンシップの実施：10 人 
・就職説明会の開催：１回 
・協定締結大学と連携した薬学部進学セミナー等の開催：１回 
・協定締結大学薬学部オープンキャンパスへの参加支援：50 人

 アウトカムとアウトプットの

関連

インターンシップの実施、就職説明会の開催等、薬学生へ効果的な働き

かけを強化することにより薬学生の UI ターンを促す。また、薬学部進学

セミナーやオープンキャンパスへの参加支援を通じて若年層と保護者等

へのアプローチ等、中長期的な薬剤師確保対策に取り組むことにより県内

薬剤師が確保され、地域医療の維持につながる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

3,452

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

2,301

うち過年度残額 

(千円) 

2,301

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

1,151

うち過年度残額 

(千円) 

1,151

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

3,452

うち過年度残額 

(千円) 

3,452

 その他（Ｃ） (千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

972

うち過年度残額 

(千円) 

972

 民  

(千円) 

188

うち過年度残額 

(千円) 

188

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

188

うち過年度残額 

(千円) 

188

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
28

 事業名 No 46 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

930 千円

 
精神科医療適正化対策事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第29条に基づく措置入院（令

和４年度は、161 件の通報のうち 73 人に対して措置診察が実施され、61名

の措置入院が決定された。）を実施するためには、同法第 27 条の規定に基

づき、精神保健指定医（以下「指定医」という。）２名による診察が必要で

あるが、休日に措置診察を行う指定医の確保が課題となっている。

 アウトカム

指標

休日に対応可能な指定医の確保（各休日ごとに最低２名）

 事業の内容 県内の全指定医を対象に、休日の措置診察に対応可能な日の予定を伺っ

ておき、２か月先の予定表（指定医リスト）を作成し、当該日に診察が必

要となった場合にスムーズに措置診察を実施できる体制を整えるために

令和５年度に作成したリスト作成システムの運用・保守を行う。

 アウトプット指標 休日の措置診察に対応可能な指定医を各圏域ごとに２名以上確保する。

 アウトカムとアウトプットの

関連

県内全域の指定医を対象にリストを作成し、各圏域（安芸、中央、高幡、

幡多）ごとに対応可能な医師２名以上をあらかじめ把握しておくことによ

り、休日に措置診察が必要となった場合に迅速に診察依頼をすることがで

きるようになる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

930

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

620

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

310

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

930

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 民  

(千円) 

620

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

620

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
28

 事業名 No 47 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

23,000 千円

 
精神科医養成事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 国立大学法人高知大学

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 県内の発達障害児早期発見の取り組みが進んできたことに伴い、乳幼児

の診察を行う医師は一定数確保できてきているが、思春期の子どもを診察

できる医師が限られており、初診待機期間の長期化が課題となっている。 

また、引きこもり、不登校、摂食障害など多様な子どもの心の診療ニー

ズに対して専門的な医療を提供していくためには、医師や専門職の育成・

確保や、地域における支援体制の充実が必要である。

 アウトカム

指標

初診待機期間の短縮（県立療育福祉センターの初診待機者数の減） 

・現状値：R７年３月末初診診待機者数 138 

・目標値：平均月末初診待機者数 120（R７）

 事業の内容 高知大学医学部に寄附講座を開設することにより、高知県における精神

科医療の実情や必要性を反映した教育・研究・診療等の活動を促進し、発

達障害の診療・養成・研究のための中核機関として、専門医の養成や発達

障害児の療育の体制・環境・手法のモデルの確立、県内ブロックごとに発

達障害児等の療育支援を推進する人材の育成等に取り組む。

 アウトプット指標 県内の子どもの心の診療ニーズに対して専門的な医療を提供できる医療

機関数：46 施設（１施設増）

 アウトカムとアウトプットの

関連

県内の子どもの心の診療ニーズに対して専門的な医療を提供できる医

療機関数が増加することで、初診待機期間の長期化が緩和する。また、子

どもの心に関する専門的な医療を提供できる医師や専門職の育成・確保が

進み、地域における支援体制が充実することで、現在受診が集中している

県立療育福祉センターの初診待機者数が緩和される。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

23,000

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

15,333

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

7,667

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

23,000

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

15,333

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
28

 事業名 No 48 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,328 千円

 
発達障害専門医師育成事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 本県では、発達障害児の早期発見の取組みを進めてきたことに伴い、受

診希望者は依然として多く、県内の発達障害に関する専門医師及び支援を

行う専門職の確保・育成などの発達障害支援体制を整備することが求めら

れている。

 アウトカム

指標

○DISCO 研修修了者（医師） 

・現状値【16名】(R5) 

・目標値【17名】（R6） 

○ESSENCE 研修会参加延べ人数 

　・現状値【2,429 名】（R6） 

　・目標値【2,500 名】（R7）

 事業の内容 発達障害に関する専門医師及び支援を行う専門職の育成を推進する観

点から、国内外の専門家を招聘しての研修会の実施、及び国内外への研

修会への医師・医療従事者等の派遣などを行うことにより、発達障害に

関する専門医師及び医療従事者等の確保・育成に資することを目的とす

る。 

DISCO とは、国際的に認められた自閉スペクトラム症を中心とする発達

障害の診断・評価のためのツールで、研修修了者のみが、DISCO に基づく

診断が可能となる。 

　ESSENCE とは、自閉スペクトラム症や注意欠陥多動性障害などの神経精

神発達障害のある子ども達の早期の状態を表す包括的名称であり、子ども

達の問題の早期発見・介入に役立つ、重要な前兆である。 

 アウトプット指標 ・DISCO 研修（医師）：１名参加 

・ESSENCE 研修会   ：５回実施

 アウトカムとアウトプットの

関連

DISCO の研修を修了することで、県内における診断技術の向上につなが

る。 

また、これまで県内中心地で行っていた ESSENCE 研修会を継続するとと

もに、圏域別にも行うことにより、県内全域の医師や医療従事者、専門職の

子どもの発達を見立てるスキルの向上を図るとともに、県内の発達が気に

なる子どもの早期発見・早期支援につなげる事が出来る。 

研修を行うことで、医師や医療従事者、専門職の技術育成とともに、発達

障害関係に従事する関係者の確保につながっている。 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

16,328

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

5,102

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

2,551

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

7,653

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

8,675

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

5,102

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
48

 事業名 No 49 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

992 千円

 
薬剤師奨学金返還支援事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県、病院

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 国による令和２年の医師・歯科医師・薬剤師統計の結果では、本県の病院・

診療所の薬剤師数は横ばいに留まっている。また、県内病院へのアンケートで

は、約８割の病院で「薬剤師が充足していない」と回答があり、それを裏付け

るように「病棟薬剤業務実施加算の算定状況」は全国と比べて低くなってお

り、病院薬剤師の確保が喫緊の課題となっている。 

 アウトカム

指標

病院薬剤師数 

現状値：425 人（R4）→　目標値：500 人（R7）

 事業の内容 薬剤師不足が深刻な病院薬剤師の確保に向けて、奨学金の返還支援を行う

病院を対象とした奨学金返還支援制度を創設し、薬学部のない本県への UI タ
ーン促進に病院と連携して取り組むことにより、病院薬剤師の安定的な確保

に繋げる。

 アウトプット指標 県と病院の連携した奨学金返還支援制度を活用した病院：６病院

 アウトカムとアウトプットの

関連

奨学金の返還支援により、薬剤師の病院への定着率の向上を図り、病院薬剤

師の減少や不足解消につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

992

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

661

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

331

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

992

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

8

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分
Ⅳ医療従事者の確保に関する事業

標準事業例
48

 事業名 No 50 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,063 千円

 
薬剤師キャリア形成支援事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 国による令和２年の医師・歯科医師・薬剤師統計の結果では、本県の病院・

診療所の薬剤師数は横ばいに留まっている。また、県内病院へのアンケートで

は、約８割の病院で「薬剤師が充足していない」と回答があり、それを裏付け

るように「病棟薬剤業務実施加算の算定状況」は全国と比べて低くなってお

り、病院薬剤師の確保が喫緊の課題となっている。 

 アウトカム

指標

病院薬剤師数 

現状値：425 人（R4）→　目標値：500 人（R7） 

若手薬剤師数 

現状値：558 人（R4）→　目標値：568 人（R7）

 事業の内容 県内医療機関等に勤務する薬剤師の学位取得や専門・認定資格取得に係る

費用を補助することにより、本県の薬剤師が将来ビジョンを描けるためのキ

ャリア形成を支援し、U・I ターンと県内定着の促進に繋げる。

 アウトプット指標 キャリア形成支援制度を活用した薬剤師数：６名

 アウトカムとアウトプットの

関連

若手薬剤師の病院への就職促進を図るとともに本県の医療機関等で勤務す

る薬剤師の定着率向上を図り、薬剤師の減少や不足解消につなげる。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

1,063

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

708

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

355

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

1,063

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

339

うち過年度残額 

(千円) 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）（１）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 
 事業名 【No.1（介護分）】 

福祉・介護人材確保推進協議会、介護事業所

実態調査

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,284 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県福祉・介護人材確保推進協議会（事務局：高知県）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 福祉・介護分野の人材確保に向けた関係団体間の連携強化

  アウトカム指標 アウトカム指標： 

関係団体との介護事業所実態調査結果の共有：１００団体 

福祉・介護人材確保推進協議会・各部会の開催：５回

 事業の内容 高知県における福祉・介護人材の確保対策に関する事業を効果

的・効率的に推進するため、労働局、ハローワーク、介護労働安

定センター、福祉人材センター、業界団体、職能団体及び福祉系

専門学校等と協議会を開催する。 

県内の介護サービス事業所に対し調査票による個別調査を行

い、その調査結果をとりまとめた報告書を作成し、各関係機関に

共有することで連携した介護人材確保を図る。

 アウトプット指標 協議会：年２回　介護事業所実態調査：３年に１回実施

 アウトカムとアウトプット

の関連

協議会を開催することによって、関係団体の相互の施策につい

ての理解促進を図り、また、介護事業所実態調査の結果を共有

し、福祉・介護分野の人材確保に係る事業を進める。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

4,284

 基

金

国（Ａ） (千円) 

2,856

うち過年度残額 

(千円)

 都道府県 

（Ｂ）

(千円) 

1,428

うち過年度残額 

(千円)

 計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,284

うち過年度残額 

(千円)

 その他（Ｃ）  

(千円)

 基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注１） 

公 (千円) 

128

うち過年度残額 

(千円)

 民 (千円) 

2,728

うち過年度残額 

(千円)
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 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

2,728

うち過年度残額 

(千円)

 備考 
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）（３）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度

実施等事業

 事業名 【No.2（介護分）】 
福祉・介護事業所認証評価事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,640 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：コンサルティング会社、介護労働安定センター

ほか、補助先：福祉・介護事業所）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 雇用管理改善を通じた離職防止と定着率の向上

  アウトカム指標 アウトカム指標：離職率の減少 

 事業の内容 認証評価事業を通じて良好な職場環境を整備することで職員の

離職防止と介護業界のイメージアップを図るため、県の定める

基準の達成に向けて取り組む事業所をサポートするとともに、

達成した事業所を県が認証し、積極的な広報を行う。

 アウトプット指標 認証法人数：30 法人

 アウトカムとアウトプット

の関連

認証取得法人が増えることによって、県内の福祉・介護事業所の

雇用管理改善が進み、離職率の改善やサービスの質の向上につ

ながる。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

21,640

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

14,178

うち過年度残額 

(千円) 

6,334

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

7,089

うち過年度残額 

(千円) 

3,167

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

21,267

うち過年度残額 

(千円) 

9,501

 その他（Ｃ） (千円) 

373

 基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注１） 

公  

(千円)

うち過年度残額 

(千円)

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 2,666

 うち受託事業等（注２） 

(千円)

うち過年度残額 

(千円)

 備考 
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）（４）地域における介護のしごと魅力発信事業

 事業名 【No.3（介護分）】 
介護福祉士等養成支援事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,000 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（補助先：介護福祉士養成専門学校）

 事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 介護分野における若い世代等の新規参入促進

  アウトカム指標 アウトカム指標：定員充足率 80％以上

 事業の内容 介護福祉士養成校に相談・助言及び指導を行う専門員を配置し、

中学校、高校等を訪問し、介護の仕事に関する相談・助言を行う

場合の経費及び体験入学実施時の交通用具借上げ料に対して補

助を行う。

 アウトプット指標 県内の介護福祉士養成校２校に補助 

学校訪問数：年間 78 校

 アウトカムとアウトプット

の関連

介護の仕事に興味をもち、介護福祉士養成校に入学することで、

質の高い介護人材の確保を図る。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

4,000

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

2,666

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

1,334

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,000

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注１） 

公 (千円) うち過年度残額 

(千円)

 民  

(千円) 

2,666

うち過年度残額 

(千円) 
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 うち受託事業等（注２） 

(千円)

うち過年度残額 

(千円)

 備考 
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）（４）地域における介護のしごと魅力発信事業

 事業名 【No.4（介護分）】 
介護の日イベント開催事業、広報事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,510 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：民間企業）

 事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 介護の仕事に対する正しい認識の不足によるネガティブイメー

ジの先行

  アウトカム指標 アウトカム指標：介護分野や介護の仕事に対する理解度や意識

のアップ

 事業の内容 介護の仕事の魅力について広く県民に広報し、イメージアップ

を図るため、11 月 11 日の「介護の日」に合わせて普及・啓発

イベントを行う。 

「KAiGO PRiDE プロジェクト」へ参画し、介護の仕事のイメー

ジや社会的評価の向上に向けた情報発信を行う。

 アウトプット指標 介護の日イベント来場者：1,000 人

 アウトカムとアウトプット

の関連

来場者の方に介護の仕事についてのイメージアップを図り、若

い世代の介護人材の新規参入を促進する。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

9,510

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

6,340

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

3,170

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

9,510

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注１） 

公 (千円) うち過年度残額 

(千円)

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 6,340

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

6,340

うち過年度残額 

(千円) 

 備考 



（様式３：高知県）

119 

 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）（４）地域における介護のしごと魅力発信事業

 事業名 【No.5（介護分）】 
キャリア教育推進事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,624 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（補助先：介護福祉士養成校、職能団体等）

 事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 若い世代における介護分野や介護の仕事に対する意識の向上

  アウトカム指標 アウトカム指標：若い世代の介護分野や介護の仕事に対する理

解度や意識のアップ

 事業の内容 小、中、高校生を対象に、介護職に対する理解を深めるための

教育活動を実施し、中長期的な介護人材の育成を図る。

 アウトプット指標 訪問研修：年間 50 校で開催、集合研修：年間６回開催

 アウトカムとアウトプット

の関連

介護に携わる職員等が、教育活動を通じて、小～高校生に介護の

仕事の魅力や専門性を発信する機会をもつことで、介護の仕事

に興味を持つ若い世代を増やす。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

13,624

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

9,082

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

4,542

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

13,624

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注１） 

公 (千円) うち過年度残額 

(千円)

 民  

(千円) 

9,082

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） 

(千円)

うち過年度残額 

(千円)
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 備考 
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）（５）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象

とした介護の職場体験等事業

 事業名 【No.6（介護分）】 
介護職場体験事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,210 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：高知県社会福祉協議会）

 事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 就職希望者が抱く介護職場のイメージと事業所が求める人材像

にギャップがあり、円滑な就労に結びつかない。

  アウトカム指標 アウトカム指標：職場体験後の就職率　25%

 事業の内容 小～大学生、主婦、資格を有しながら介護職場に就業していな

い潜在的有資格者や他分野の離職者等を対象に、職場体験事業

を実施する。

 アウトプット指標 体験者：年間 10 人

 アウトカムとアウトプット

の関連

就労前に介護職場を体験できることで新規参入を促進するとと

もに、就労後のギャップを解消し、定着促進・離職防止を図る。　

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

1,210

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

806

うち過年度残額 

(千円) 

806

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

404

うち過年度残額 

(千円) 

404

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,210

うち過年度残額 

(千円) 

1,210

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注１） 

公 (千円) うち過年度残額 

(千円)

 民  

(千円) 

806

うち過年度残額 

(千円) 

806

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 806 806

 備考 
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）（６）地域の支え合い・助け合い活動に係る担い手

確 

保事業 

　　　　　ハ　介護人材確保のためのボランティアポイント活

用推進事業

 事業名 【No.7（介護分）】 
介護・生活支援ボランティアポイント事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,250 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（補助先：市町村）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 独居高齢者や認知症高齢者の増加に伴い、見守りや移動支援な

ど日常的な生活支援が必要な高齢者が増加するなか、担い手不

足から生活支援体制の確保が困難となっている。

  アウトカム指標 アウトカム指標：ボランティア活動の担い手増加

 事業の内容 15 歳以上の住民が行う介護施設等での周辺業務や生活支援など

のボランティア活動に対し、ポイント制度により担い手を確保

する市町村に対して補助を行う。

 アウトプット指標 ボランティアポイントの補助対象者 250 人

 アウトカムとアウトプット

の関連

ボランティアポイントを活用することで、ボランティア活動へ

のインセンティブを拡大し、若年層、働く世代や主婦層など各層

の社会参加・就労的活動を支援・推進する。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

1,250

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

833

うち過年度残額 

(千円) 

659

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

417

うち過年度残額 

(千円) 

330

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,250

うち過年度残額 

(千円) 

989

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）にお

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 



（様式３：高知県）

124 

 
 

 ける公民の

別（注１） 
833 659

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考 
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）（７）介護未経験者に対する研修等支援事業

 事業名 【No.8（介護分）】 
中山間地域等ホームヘルパー養成事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,574 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（補助先：市町村）

 事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 人材不足の厳しい中山間地域等での人材確保

  アウトカム指標 アウトカム指標：介護分野への就職者数の増

 事業の内容 介護職員初任者研修及び生活援助従事者研修の実施機関が所在

していない市町村が実施主体となり、住民を対象に当該研修を

実施する場合の経費を補助する。

 アウトプット指標 開催市町村数：10

 アウトカムとアウトプット

の関連

中山間地域等における研修受講の環境を整えることで、介護の

仕事に興味をもっているより多くの県民に介護の資格を取得し

てもらい、スムーズな就職につなげる。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

4,574

 基

金

国（Ａ） (千円) 

3,049

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

(千円) 

1,525

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,574

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注１） 

公  

(千円) 

3,049

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）（７）介護未経験者に対する研修等支援事業

 事業名 【No.9（介護分）】 
高校生就職支援事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,201 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：平成福祉専門学校）

 事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 研修支援を通じた新規参入の促進

  アウトカム指標 アウトカム指標：介護分野への進学・就職者数の増加 

 事業の内容 高校生を対象に介護職員初任者研修を実施する。

 アウトプット指標 訪問研修（各校での開催）：２校で実施 
集合研修（指定会場での開催）：年１回開催

 アウトカムとアウトプット

の関連

教育委員会や高等学校と連携して介護職員初任者研修への受講

を促すことで、介護の仕事に興味をもっている高校生に介護の

資格を取得してもらい、介護分野への進学や就職につなげる。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

4,201

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

2,800

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

1,401

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,201

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注１） 

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

2,800

うち過年度残額 

(千円) 

  

(千円) 

2,800

うち過年度残額 

(千円) 
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）（７）介護未経験者に対する研修等支援事業

 事業名 【No.10（介護分）】 
生活援助従事者研修受講支援事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

403 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：高知県社会福祉協議会）

 事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 多様な人材の参入促進

  アウトカム指標 アウトカム指標：生活援助従事者研修修了者の就労

 事業の内容 生活援助従事者研修の受講費用及び受講終了後のマッチング支

援

 アウトプット指標 受講費用支援：10 名

 アウトカムとアウトプット

の関連

介護業務の中でも生活支援に特化した生活援助従事者研修の受

講を支援することにより、中高年齢者や主婦等の多様な人材の

参入を促進する。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

403

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

268

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

135

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

403

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注１） 

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

268

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

268

うち過年度残額 

(千円) 
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）（８）多様な人材層（若者･女性･高齢者）の参入促進

事業 

イ 多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマ

ッチング機能強化事業

 事業名 【No.11（介護分）】 
介護人材マッチング機能強化事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

37,096 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：高知県社会福祉協議会）

 事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

少子高齢化の進展と生産年齢人口の減少による介護人材不足の

解消

 アウトカム指標 アウトカム指標：離職率の減少、マッチング数の増加

 事業の内容 ①求職者支援、施設・事業所への指導・助言を行うキャリア支

援専門員の配置 

②求職者のニーズに合わせた職場開拓や職場紹介、ハローワー

クでの出張相談 

③ふくし就職フェア、中山間就職面接会の開催 

④新規資格取得者への就職情報等の提供 

⑤職場環境改善及び職員の定着促進に向けた施設・事業所に対

する相談・指導 

⑥職員の定着促進に向けたキャリアアップ相談の実施 

⑦県外大学への訪問及び県外大学生の就職活動への旅費支援 

⑧介護福祉士等の届出有資格者への再就職の促進 

⑨学校等との連携強化による福祉教育の実施

 アウトプット指標 ①キャリア支援専門員を３名配置 
②職場開拓年間 45 件以上、ハローワークへの訪問１ヶ月に１回

以上 
③ふくし就職フェアの開催２回、中山間就職面接会４か所以上 
④新規資格取得者への就職情報等の提供 100 人以上 
⑤施設・事業所に対する相談・指導件数年 55 回以上、うち職員

定着率向上支援件数年 11 回以上 
⑥キャリア相談・支援件数年 55 回以上 

⑦県外大学への訪問４回以上、県外大学生への就職活動への旅費

支援 20 名以上 
⑧届出有資格者への情報提供４回 
⑨学校授業への福祉専門職の派遣 45 回以上

 アウトカムとアウトプット 求職者のマッチング支援や就職フェアの開催等を通じ介護業界
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 の関連 への参入促進を図るとともに、事業所からの相談業務等を行うこ

とにより職員の定着促進を図る。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

37,096

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

24,730

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

12,366

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

37,096

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

24,730

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

24,730

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）（８）多様な人材層（若者･女性･高齢者）の参入促進

事業 

　　　　　ハ　介護助手等普及推進事業

 事業名 【No.12（介護分）】 
介護助手導入支援事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,786 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：高知県社会福祉協議会）

 事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

少子高齢化の進展と生産年齢人口の減少による介護人材不足の

解消

 アウトカム指標 アウトカム指標：介護助手雇用実績 20 名

 事業の内容 県福祉人材センターに「介護助手等普及推進員」を配置し、市

町村社会福祉協議会や施設、事業所等を巡回して周知活動を行

い、介護助手等希望者の掘り起こしを行う。 

介護助手の導入に向けた事業所向けセミナーを実施する等、介

護事業所への介護助手等の導入の働きかけを行い、介護人材の

確保に努める。

 アウトプット指標 介護助手導入事業所数の増加：10 事業所

 アウトカムとアウトプット

の関連

介護助手の導入事業所数の拡大を通じて、介護助手の参入促進を

図り、介護人材不足の解消を目指す。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

7,786

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

5,190

うち過年度残額 

(千円) 

5,190

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

2,596

うち過年度残額 

(千円) 

2,596

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

7,786

うち過年度残額 

(千円) 

7,786

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 の別（注１） 民  

(千円) 

5,190

うち過年度残額 

(千円) 

5,190

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

5,190

うち過年度残額 

(千円) 

5,190

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）（９）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修

の受講等支援事業 

イ 介護に関する入門的研修の実施等からマッチング

までの一体的支援事業

 事業名 【No.13（介護分）】 

入門的研修事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,933 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：民間企業）

 事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

多様な人材の参入促進

 アウトカム指標 アウトカム指標：介護に関する入門的研修修了者の就労

 事業の内容 介護未経験者を対象に介護に関する入門的研修の実施及びマッ

チング支援。

 アウトプット指標 研修受講者数：120 名

 アウトカムとアウトプット

の関連

介護に関する入門的研修を実施することで、介護未経験者の介護

分野への参入のきっかけを作りと、介護の業務に携わる上での不

安を払拭するとともに、受講後は県福祉人材センターに求職登録

につなげマッチング支援を行うことで、多様な人材の参入を促進

する。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

4,933

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,288

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

1,645

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

4,933

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 の別（注１） 民  

(千円) 

3,288

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

3,288

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 
（小項目）（11）外国人留学生及び１号特定技能外国人の受入環

境整備事業 

イ　外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事

業

 事業名 【No.14（介護分）】 
外国人留学生奨学金等支援事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,760 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（補助先：介護事業を行う法人・施設・事業所等）

 事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

外国人介護人材の活用

 アウトカム指標 アウトカム指標：外国人留学生の介護福祉士資格の取得

 事業の内容 介護施設等が実施する介護福祉士資格の取得を目指す留学生へ

の給付型奨学金に要する経費を補助する。

 アウトプット指標 奨学金の給付：8名

 アウトカムとアウトプット

の関連

留学生に対する給付型奨学金を支援することにより、円滑な修学

並びに就労を促進し、介護福祉士の確保を図る。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

1,760

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,173

うち過年度残額 

(千円) 

1,173

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

587

うち過年度残額 

(千円) 

587

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

1,760

うち過年度残額 

(千円) 

1,760

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

1,173

うち過年度残額 

(千円) 

1,173
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 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 
（小項目）（11）外国人留学生及び１号特定技能外国人の受入環

境整備事業 

ロ 外国人留学生及び１号特定技能外国人のマッチン

グ支援事業

 事業名 【No.15（介護分）】 
外国人介護人材受入支援事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

874 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和 7年４月１日～令和 8年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

外国人介護人材の活用

 アウトカム指標 アウトカム指標：福祉・介護分野の外国人材の受入拡大

 事業の内容 外国人材を確保するため、高知県社会福祉協議会、介護福祉士

養成施設及び職能団体等と協議の場を設ける。また、高知県を

ＰＲするパンフレット等を作成し、介護福祉士養成施設、職能

団体、監理団体、登録機関、送り出し機関等に配布する。

 アウトプット指標 福祉・介護分野の外国人材確保：年間 50 名

 アウトカムとアウトプット

の関連

外国人材の受入拡大を図り、不足する高知県の福祉・介護分野の

人材確保に資する。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

874

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

582

うち過年度残額 

(千円) 

183

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

292

うち過年度残額 

(千円) 

92

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

874

うち過年度残額 

(千円) 

275

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

582

うち過年度残額 

(千円) 

183

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）（15）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ

研修支援事業 

イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研

修支援事業

 事業名 【No.16（介護分）】 
福祉・介護就労環境改善推進事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,553 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：一般社団法人ナチュラルハートフルケアネット

ワーク）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

利用者の要介護状態の重度化や限られた人員でのサービス提供

により、介護職員の身体的な負担が増大している。

 アウトカム指標 アウトカム指標：離職率の減少

 事業の内容 介護職員の身体的負担の軽減と利用者の二次障害防止の実現に

向けて、ノーリフティングケア（抱え上げない、持ち上げな

い、引きずらないケア）を習得するための研修を開催する。

 アウトプット指標 研修参加者　800 名（※R6 実績：706 名）

 アウトカムとアウトプット

の関連

ノーリフティングケアを実践するために必要となる専門的な知

識・技術を習得することで、職員のスキルアップを図るとととも

に、働きやすい就労環境を整備し、離職防止と職場定着を図る。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

4,553

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,035

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

1,518

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

4,553

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 の別（注１） 民  

(千円) 

3,035

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

3,035

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）（15）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ

研修支援事業 

イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研

修支援事業

 事業名 【No.17（介護分）】 
介護人材キャリアパス支援事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

990 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（補助先：高知県介護福祉士会等職能団体等）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

介護ニーズの増大や多様化に伴い、質の高い介護サービスが求め

られている。

 アウトカム指標 アウトカム指標：研修受講者前年度比増

 事業の内容 福祉施設・事業所の従業員のキャリアアップ支援のための研修

を職能団体や養成施設等が行う際の経費に対して補助を行う。 

具体例：認知症ケアに携わる介護従事者の研修　等

 アウトプット指標 実施団体数　約５団体

 アウトカムとアウトプット

の関連

補助対象団体が職員のキャリアアップ・スキルアップを支援する

ことで介護人材の定着を図る。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

990

 基金 国（Ａ） (千円) 

660

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

(千円) 

330

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

(千円) 

990

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

660

うち過年度残額 

(千円) 
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 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）（15）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ 

研修支援事業 

　イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ

研修支援事業

 事業名 【No.18（介護分）】 
高知県介護職員等喀痰吸引等研修事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】

2,571 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：民間研修機関）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

施設及び在宅での介護において、医療関係者との連携のもとで安

全に提供できる体制を構築する。

 アウトカム指標 アウトカム指標：登録喀痰吸引等事業者(登録特定行為事業者)95

か所(R７.７.１時点)

 事業の内容 高齢者施設において喀痰吸引を行う介護職員を養成するための

基本研修、実地研修の実施

 アウトプット指標 ・指導者講習（講義等）　　受講者数　30 人 

・基本研修（講義等）及び実地研修　受講者数　60 人

 アウトカムとアウトプット

の関連

研修の実施により、喀痰吸引を行う介護職員の養成を行い、登録

喀痰吸引等事業者の増加を図る。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

2,571

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,714

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

857

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

2,571

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 1,714

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

1,714

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）（15）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ　　

研修支援事業 

イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研

修支援事業

 事業名 【No.19（介護分）】 
介護職員喀痰吸引等研修事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,770 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：民間研修機関、高知県立大学）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

施設及び在宅での介護において、医療関係者との連携のもとで安

全に提供できる体制を構築する。

 アウトカム指標 アウトカム指標：登録喀痰吸引等事業者　55 か所（R7.4.1 時点）

 事業の内容 喀痰吸引を行う介護職員を養成するための基本研修、実地研修を

高知県立大学に委託

 アウトプット指標 ・指導者講習（講義等）　受講者数　5人 

・基本研修（講義等）及び実地研修　受講者数　15 人

 アウトカムとアウトプット

の関連

研修の実施により、喀痰吸引を行う介護職員の養成を行い、登録

喀痰吸引等事業者の増加を図る。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

2,770

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,846

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

924

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

2,770

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

1,846

うち過年度残額 

(千円) 
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 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

1,846

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）（15）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ

研修支援事業 

ハ 介護支援専門員資質向上事業

 事業名 【No.20（介護分）】 
介護支援専門員資質向上事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,670 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先・補助先：高知県社会福祉協議会、公益財団法人

介護労働安定センター高知支部）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

介護保険制度において中核的な役割を担う介護支援専門員に、介

護保険制度の基本理念である利用者本位、自立支援、公正中立等

の理念を徹底し、地域包括ケアシステムの構築に向けた地域づく

りに資する。

 アウトカム指標 アウトカム指標：介護保険制度の基本理念を持った、専門職とし

ての介護支援専門員が増える。

 事業の内容 介護保険制度におけるケアマネジメントが適切に行えるよう、中

核的な役割を担う介護支援専門員への研修を体系的に実施する。

 アウトプット指標 ・法定研修：年１回実施（実務研修、再研修、更新研修、専門研

修、主任研修、主任更新研修）、受講者数：計 588 名（R6 実績

ベース） 
・主任介護支援専門員資質向上研修事業（県直営）：年１回実施

受講者数：65 名（R6 実績ベース）

 アウトカムとアウトプット

の関連

専門職として必要な知識や技術を身に付けるための研修を実施

し、介護支援専門員の資質向上を図る。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

13,670

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

9,113

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

4,557

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

13,670

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 



（様式３：高知県）

150 

 
 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

203

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

8,910

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

8,910

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）（18）各種研修に係る代替要員の確保対策事業

 事業名 【No.21（介護分）】 
現任介護職員等養成支援事業（研修支援分）

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

64,127 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：民間派遣会社）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

研修の受講促進によるキャリアアップ支援

 アウトカム指標 アウトカム指標：外部研修参加職員前年度比増 

 事業の内容 施設・事業所が介護職員を外部研修等に参加させる場合に、人

材派遣会社を通じてその代替職員を派遣する。 

【事業費内訳】 

○代替職員人件費　８時間×60 日×60 人分：　41,682 千円 

○運営費（広告費・管理費等）:16,032 千円 

○消費税：6,413 千円

 アウトプット指標 代替派遣人数　60 名

 アウトカムとアウトプット

の関連

介護職員が研修等に参加しやすい環境を整備することで、サービ

スの質の向上とキャリアアップにつなげる。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

64,127

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

41,914

うち過年度残額 

(千円) 

41,914

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

20,958

うち過年度残額 

(千円) 

20,958

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

62,872

うち過年度残額 

(千円) 

62,872

 その他（Ｃ） (千円) 

1,255

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

41,914

うち過年度残額 

(千円) 

41,914
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 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

41,914

うち過年度残額 

(千円) 

41,914

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）（20）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事

業等 

イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

 事業名 【No.22（介護分）】 

認知症地域医療・介護支援事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,475 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：国立長寿医療研究センター、高知県医師会、高

知県看護協会、民間企業）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

認知症高齢者は今後も増加することが見込まれており、かかりつ

け医、看護師、歯科医師、薬剤師等、高齢者と接する機会が多い

これらの専門職種には、適切な認知症に関する知識や認知症高齢

者への対応等及び地域連携の必要性に関する知識や理解が必要

 アウトカム指標 アウトカム指標：各研修の修了者数の増加

 事業の内容 ①かかりつけ医への助言等の支援を行い、介護と医療の連携の

推進役となる認知症サポート医の養成研修の実施 

②かかりつけ医が適切な認知症診断の知識・技術等を習得する

ための研修の実施 

③看護師や歯科医師等医療職が、認知症の基本知識や医療と介護

の連携の重要性等を修得するための研修の実施

 アウトプット指標 ①サポート医研修：８名 

②かかりつけ医研修：1回・200 名 

③看護師研修：1回 90 名、歯科医師研修：1回 60 名、薬剤師研 

修：１回 150 名、病院勤務等の医療従事者：１回 150 名

 アウトカムとアウトプット

の関連

研修の実施により、受講者を増やし、専門職種の認知症に対する

理解促進、地域における認知症高齢者への支援に繋げる。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

5,475

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,650

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

1,825

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

5,475

うち過年度残額 

(千円) 
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 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

523

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

3,127

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

3,127

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）（20）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事

業等 

イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

 事業名 【No.23（介護分）】 

認知症介護実践者養成事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

969 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：高知県社会福祉協議会、認知症介護研究・研修

仙台センター）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日 

 背景にある医療・介護ニー

ズ

認知症高齢者は、今後も増加することが見込まれており、介護保

険サービス等を担う従事者には、適切な認知症介護に関する知識

及び技術の習得が必要

 アウトカム指標 アウトカム指標：各研修の修了者数の増加

 事業の内容 ①介護サービス事業所の管理者、開設者、計画作成担当者に対

して、必要な知識や技術を習得するための研修を実施する。 

②認知症介護指導者に対して、最新の認知症介護に関する高度

な専門的知識や技術の習得、教育技術の向上等を図るための

研修を実施するとともに、研修への派遣経費を補助する。

 アウトプット指標 ①管理者研修：３回・90 名、開設者研修：３回・30 名、計画作 

　成担当者研修：３回・30 名 

②認知症介護指導者フォローアップ研修：１回・１名

 アウトカムとアウトプット

の関連

必要な研修を実施することで、修了者数の増加を図る。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

969

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

646

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

323

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

969

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 
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 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

62

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

584

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

584

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）（20）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事

業等 

ロ チームオレンジコーディネーター研修等事業

 事業名 【No.24（介護分）】 

認知症高齢者・介護家族支援事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

341 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

認知症高齢者は、今後も増加することが見込まれており、認知症

についての普及啓発を行うとともに、家族等を含め認知症高齢者

が自分らしく尊厳をもって、地域で生き生きと暮らすことができ

るような社会づくりを目指すことが必要

 アウトカム指標 アウトカム指標：チームオレンジ設置数の増加

 事業の内容 ①チームオレンジ活動の中核的な役割を担うチームオレンジコ

ーディーネーターを養成する研修講師となるために必要な知

識や技術を習得するための研修への派遣を実施する。 

②市町村等がチームオレンジを立ち上げるために必要な知識や

技術を習得するための研修を実施する。

 アウトプット指標 ①オレンジ・チューター：１名 
②チームオレンジ研修：1回・50 名

 アウトカムとアウトプット

の関連

必要な研修を実施することで、チームオレンジの立ち上げを図

る。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

341

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

227

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

114

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

341

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 おける公民

の別（注１）

227

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）（24）介護予防の推進に資する専門職種の指導者育成

事業

 事業名 【No.25（介護分）】 
リハビリテーション専門職等人材育成事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,147 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（補助先：高知県リハビリテーション職能三団体協議会、 

高知県歯科衛生士会、高知県栄養士会）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

地域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立支援

に資する取組を推進することで、介護予防の取組を機能強化す

る。

 アウトカム指標 アウトカム指標：地域ケア会議または介護予防事業においてリハ

ビリテーション専門職等の関与がある保険者数　30 保険者

 事業の内容 地域ケア会議や要支援者等に対する介護予防事業を検討する際

に、リハビリテーション専門職等の助言が得られるよう、専門

職の人材育成を支援する。

 アウトプット指標 リハビリテーション専門職等の派遣登録者数（延べ数） 
ケア会議登録者数 233 名、介護予防登録者数 167 名

 アウトカムとアウトプット

の関連

人材育成を推進し、派遣ができる体制を整えることで、市町村事

業におけるリハビリテーション専門職等の関与を促す。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

2,147

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,431

うち過年度残額 

(千円) 

730

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

716

うち過年度残額 

(千円) 

365

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

2,147

うち過年度残額 

(千円) 

1,095

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 の別（注１） 民  

(千円) 

1,431

うち過年度残額 

(千円) 

730

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）(23)権利擁護人材育成事業 

　　　　　イ 認知症高齢者等権利擁護人材育成事業

 事業名 【No.26（介護分）】 

成年後見人等育成事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,500 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（補助先：市町村）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

認知症高齢者が今後も増加することが見込まれる中、成年後見制

度の担い手の不足が懸念されていることから、成年後見人となる

人材の育成が必要

 アウトカム指標 アウトカム指標：研修修了者数の増加（４０名）

 事業の内容 市町村が行う市民後見人養成及び資質向上のための研修に対し、

必要な経費の補助を行う。

 アウトプット指標 市民後見人資質向上のための研修の実施（１市町で実施予定）

 アウトカムとアウトプット

の関連

研修の実施により、成年後見人の受け皿となる市民後見人の育成

による人材増及び市民後見人の資質向上を図る。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

1,500

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,000

うち過年度残額 

(千円) 

500

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

500

うち過年度残額 

(千円) 

250

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

1,500

うち過年度残額 

(千円) 

750

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

1,000

うち過年度残額 

(千円) 

500

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） うち過年度残額 
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 (千円) (千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）資質の向上 
（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 
（小項目）（27）外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業

 事業名 【No.27（介護分）】 
外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援

事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,840 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（補助先：外国人介護福祉士候補者受入施設）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

外国人介護福祉士候補者の介護福祉士国家試験合格

 アウトカム指標 アウトカム指標：福祉・介護分野の外国人材の受入拡大

 事業の内容 外国人介護福祉士候補者を受け入れた施設が行う日本語学習及

び介護分野の専門学習の支援を行う。

 アウトプット指標 日本語学習及び介護分野の専門学習の支援：16 名

 アウトカムとアウトプット

の関連

外国人材の受入拡大を図り、不足する高知県の福祉・介護分野の

人材確保に資する。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

3,840

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,560

うち過年度残額 

(千円) 

1,210

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

1,280

うち過年度残額 

(千円) 

605

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

3,840

うち過年度残額 

(千円) 

1,815

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

2,560

うち過年度残額 

(千円) 

1,210

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）労働環境・処遇の改善 
（中項目）長期定着支援 
（小項目）（28）介護職員長期定着支援事業 

イ 介護職員に対する悩み相談窓口設置事業

 事業名 【No.28（介護分）】 
介護職員相談窓口事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

971 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：一般社団法人ナチュラルハートフルケアネット

ワーク）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

職場の人間関係や法人理念への不満といった精神的な要因が離

職理由の上位であること、また、福祉・介護業界におけるうつ病

等の精神疾患による労災が急増していることから、精神的負担の

軽減に向けた取組みが緊要である。

 アウトカム指標 アウトカム指標：離職率の減少

 事業の内容 介護職員を対象とした相談窓口を設置し、介護の知識と豊富な

現場経験を有する相談員が不安や悩みなどの相談に応じる。

 アウトプット指標 相談件数　60 件（※R6 実績：60 件）

 アウトカムとアウトプット

の関連

介護職員の離職要因を解消することで介護職員の定着を促進す

るとともに、相談内容を分析し就労環境の改善へとつなげる。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

971

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

647

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

324

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

971

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

647

うち過年度残額 

(千円) 
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 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

647

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）長期定着支援 
（小項目）(28）介護職員長期定着支援事業 

ロ 介護事業所におけるハラスメント対策推進事業

 事業名 【No.29（介護分）】 
ハラスメント研修事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

139 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（補助先：高知県社会福祉協議会）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

介護現場のハラスメント防止

 アウトカム指標 アウトカム指標：介護労働安定センターが実施する、介護労働実

態調査の離職率を 11.8％以下へ減少

 事業の内容 ハラスメント防止に対する研修を実施する。

 アウトプット指標 研修の実施：３回

 アウトカムとアウトプット

の関連

利用者等からのハラスメント防止に対する管理者及び職員向け

研修を実施することで、就労環境の改善につなげる。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

139

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

92

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

47

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

139

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公 (千円) うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

92

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）労働環境・処遇の改善 
（中項目）長期定着支援 
（小項目）(28）介護職員長期定着支援事業 

ハ 若手介護職員交流推進事業

 事業名 【No.30（介護分）】 
新任職員等研修事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,401 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：高知県介護福祉士会）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

新人職員の離職防止・定着促進

 アウトカム指標 アウトカム指標：早期離職率の低下

 事業の内容 施設・事業所種別や規模に左右されない継続的なフォローアッ

プや、不安や悩みを共有できる同期との交流機会として、合同

入職式及びフォローアップ研修及び交流会を開催する。

 アウトプット指標 参加者　70 名

 アウトカムとアウトプット

の関連

不安や悩みを共有できる同期との交流機会を提供することで離

職を防止する。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

2,401

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,600

うち過年度残額 

(千円) 

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

801

うち過年度残額 

(千円) 

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

2,401

うち過年度残額 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

1,600

うち過年度残額 

(千円) 

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 1,600

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）（30）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進

事業 

ハ　介護生産性向上推進総合事業

 事業名 【No.31（介護分）】 
介護事業所生産性向上支援事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,889 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（委託先：民間事業）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

少子高齢化の進展に伴い、生産年齢人口の減少が本格化していく

中、働き手の確保が一層難しくなることが予想される一方で、高

齢化に伴う介護サービス需要量は今後も増加見込みであり、職員

の業務負担軽減やサービスの質の向上につながる介護現場の生

産性向上を一層推進するとともに、人材の定着・確保を図ってい

く必要がある。

 アウトカム指標 アウトカム指標：介護事業所におけるＩＣＴ機器等の導入率の向

上（52.7％）

 事業の内容 介護現場革新会議の開催及びワンストップ窓口の設置

 アウトプット指標 セミナー・研修会開催：５回　　 
アドバイザー派遣による伴走的支援：７事業所程度

 アウトカムとアウトプット

の関連

セミナーやアドバイザー派遣による伴走的支援を実施すること

で、介護事業所におけるＩＣＴ機器等の導入促進を図り、介護現

場の業務改善・効率化とともに人材の確保・定着を目指す。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

14,889

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

9,926

うち過年度残額 

(千円) 

1,466

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

4,963

うち過年度残額 

(千円) 

733

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

14,889

うち過年度残額 

(千円) 

2,199

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 おける公民

の別（注１）  民  

(千円) 

9,926

うち過年度残額 

(千円) 

1,466

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

9,926

うち過年度残額 

(千円) 

1,466

 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）労働環境・処遇の改善 
（中項目）外国人介護人材受入れ環境整備 
（小項目）（33）外国人介護人材受入施設等環境整備事業

 事業名 【No.32（介護分）】 
外国人介護人材受入施設環境整備支援事業

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17,200 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県全域

 事業の実施主体 高知県（補助先：技能実習生及び特定技能外国人受入施設）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

外国人介護人材の円滑な就労

 アウトカム指標 アウトカム指標：外国人介護人材の日本語習得

 事業の内容 外国人介護人材を受け入れた施設が行う日本語学習に要する経

費を補助する。

 アウトプット指標 日本語学習支援：86 施設

 アウトカムとアウトプット

の関連

介護施設等が行う外国人介護人材の日本語学習を支援すること

で、外国人介護人材が介護現場で受け入れられやすくなり、円滑

な就労につながる。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

17,200

 基金 国（Ａ） (千円) 

11,466

うち過年度残額 

(千円) 

9,613

 都道府県 

（Ｂ）

(千円) 

5,734

うち過年度残額 

(千円) 

4,807

 計（Ａ＋

Ｂ）

(千円) 

17,200

うち過年度残額 

(千円) 

14,420

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

11,466

うち過年度残額 

(千円) 

9,613

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 備考
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業

 （大項目）離島・中山間地域等支援 

（中項目）離島・中山間地域等介護人材確保 

（小項目）（35）離島・中山間地域等における介護人材確保支援

事業

 事業名 【No.33（介護分）】 
中山間地域介護サービス確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,150 千円

 事業の対象となる医療介護

総合確保区域

県内中山間地域

 事業の実施主体 高知県（補助先：市町村）

 事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニー

ズ

中山間地域では、人材の確保について厳しさが増しており、ホー

ムヘルパーやケアマネジャーの不足から必要なサービス提供が

困難な状況が見られる。

 アウトカム指標 アウトカム指標：ホームヘルパー、ケアマネジャーの就業者数の

増

 事業の内容 中山間地域の事業者が新たに雇用した常勤職員に対し、就労に

伴い発生した転居に係る費用を支給し、人材の確保を図る。

 アウトプット指標 新規雇用者：年間２０人

 アウトカムとアウトプット

の関連

新規就労の際、必要となる転居費用を補助することで人材の確保

が不利な中山間地域における人材の確保を図る。

 事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

1,150

 基金 国（Ａ）  

(千円) 

766

うち過年度残額 

(千円) 

766

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

384

うち過年度残額 

(千円) 

384

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

1,150

うち過年度残額 

(千円) 

1,150

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１）

公  

(千円) 

766

うち過年度残額 

(千円) 

766

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）事業区分の小項目については全て記載すること。（イやロなども記載すること。） 
 

 

 うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 備考
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 事業の区分 Ⅵ勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備

に関する事業

標準事業例
－

 事業名 No 51 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

178,692 千円

 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に

関する事業

 事業の対象となる医療介護総

合確保区域

安芸医療圏、中央医療圏、高幡医療圏、幡多医療圏

 事業の実施主体 医療機関

 事業の期間 令和７年４月１日　～　令和８年３月 31 日

 背景にある医療・介護ニーズ 令和６年４月から開始された医師に対する時間外労働の上限規制に対

応し、更なる労働時間の短縮を推進するため、チーム医療の推進やＩＣＴ

等による業務改革等の医療機関が実施する自主的な取組を支援する必要

がある。 

また、長時間労働医師が所属し、地域において重要な役割を担う医療機

関における医師の労働時間短縮と地域医療提供体制確保とを両立させる

ため、医師派遣を行う医療機関等の運営費に対する支援を行う必要があ

る。

 アウトカム

指標

医師労働時間短縮計画に定める時間外・休日労働時間数の目標を達成した

医療機関の割合の増加

 事業の内容 ①地域医療勤務環境改善体制整備事業 
②地域医療勤務環境改善体制整備特別事業 
「医師労働時間短縮計画」に基づき実施する取組に対して、その経費を

補助する。 
③勤務環境改善医師派遣等推進事業 
派遣元医療機関における逸失利益、及び派遣受入医療機関における派遣

受け入れ準備に係る経費を補助する。

 アウトプット指標 ①②を活用する施設数：１施設 
③を活用する施設数　：６施設

 アウトカムとアウトプットの

関連

地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっている

医療機関等を対象とし、勤務医の労働時間短縮に向けた総合的な取組に要

する経費や医師派遣に係る逸失利益等を支援することで、勤務医の労働時

間を短縮し、勤務医の働き方改革の推進と地域医療提供体制の確保の両立

を図る。

 事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

178,692

 基

金

国（Ａ）  

(千円) 

119,128

うち過年度残額 

(千円) 

1,868

 都道府県 

（Ｂ）

 

(千円) 

59,564

うち過年度残額 

(千円) 

935
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。

 計（Ａ＋

Ｂ）

 

(千円) 

178,692

うち過年度残額 

(千円) 

2,803

 その他（Ｃ） (千円) 

 基金充当額（国費）

における公民の別（注

２）

公  

 (千円) 

119,128

うち過年度残額 

(千円) 

 民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 


